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はじめに 

 

デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会（以下「本検討会」という。）

は、ブロードバンドの普及やスマートフォン等の端末の多様化等を背景に、デジタル

化が社会全体で急速に進展する中、放送の将来像や放送制度の在り方について、「規

制改革実施計画」や「情報通信行政に対する若手からの提言」（2021年（令和３年）９

月３日 総務省情報通信行政若手改革提案チーム）も踏まえつつ、中長期的な視点か

ら検討を行うため、2021年（令和３年）11月から計13回にわたり開催してきた。 

 

本検討会では、特に、インターネット動画配信サービスの伸長等を背景として若者

を中心に「テレビ離れ」が進む中、主に地上テレビジョン放送に係る課題を中心に検

討した。 

 

検討すべき論点としては、【論点１】デジタル時代における放送の意義・役割、【論

点２】放送ネットワークインフラの将来像、【論点３】放送コンテンツのインターネッ

ト配信の在り方及び【論点４】デジタル時代における放送制度の在り方の４つを挙げ

た。 

 

まず、論点１において、放送を取り巻く環境の変化についてレビューを行いつつ、

その環境の変化を前提に、デジタル時代における放送の意義・役割として何が求めら

れるのかについて検討した（第１章・第２章）。 

その上で、放送事業者の中長期的な経営戦略として取り組むべき２本柱を論点２及

び論点３において検討した（第３章・第４章）。論点２は「守りの戦略」であり、デジ

タル技術の導入等によって放送ネットワークインフラに係るコスト負担をいかに軽

減し、コンテンツ制作に注力できる環境を作っていくかという観点から検討した。コ

スト負担軽減のための具体的な方策の一つとして、小規模中継局等のブロードバンド

等による代替についても検討することとし、2022年（令和４年）２月からは、本検討

会の下で「小規模中継局等のブロードバンド等による代替に関する作業チーム」を開

催し、代替手段に求められる品質・機能要件、代替手段の利用可能性について、参照

モデルを作成するなどして検討した。また、論点３は「攻めの戦略」であり、取材や

編集に裏打ちされた信頼性の高い情報発信、「知る自由」の保障、「社会の基本情報」

の共有や多様な価値観に対する相互理解の促進といった放送の価値を放送同時配信

等によりインターネット空間にいかに浸透させることができるかという観点から検

討した。 

論点４のデジタル時代における放送制度の在り方は、論点１から論点３までに示し

た方向性を踏まえ、放送の持続的な維持・発展を可能とし、放送事業者が中長期的な

経営戦略を描くことのできる環境を整備するためどういった放送制度の見直しが必

要かという観点から検討したものである（第５章）。放送事業者が中長期的な経営戦
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略を描くことのできる環境を整備するためには、経営の選択肢を増やすことが重要で

あり、情報空間の広がり等を踏まえ、マスメディア集中排除原則や放送対象地域等の

既存の制度について、柔軟な見直しを図るべきとしている。 

 

我が国の放送は、受信料収入を経営の基盤とするＮＨＫと、広告収入又は有料放送

による料金収入を経営の基盤とする民間放送事業者の二元体制の下、それぞれの特性

を活かすことで、全体として視聴者への適切な情報発信が確保されてきた。 

デジタル時代において、インターネットを含めて情報空間が放送以外にも広がる中、

若者を中心とした「テレビ離れ」に見られるように、視聴者における放送の位置付け

は従来よりも相対的なものとなり、その役割の一部はインターネットに取って代わら

れたという指摘もあるかもしれない。 

しかし、インターネット空間では、人々の関心や注目の獲得ばかりが経済的な価値

を持つアテンションエコノミーが形成され、フィルターバブルやエコーチェンバー、

フェイクニュースといった問題も顕在化する中で、取材や編集に裏打ちされた信頼性

の高い情報発信、「知る自由」の保障、「社会の基本情報」の共有や多様な価値観に対

する相互理解の促進といった放送の価値は、情報空間全体におけるインフォメーショ

ン・ヘルスの確保の点で、むしろこのデジタル時代においてこそ、その役割に対する

期待が増していると言えるだろう。 

 

本取りまとめで提言した取組が着実に実行されることにより、放送が、デジタル時

代において多様化する視聴者の期待に応え、その社会的役割を維持・発展していくこ

とを切に期待したい。 

 

 

デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会座長 

早稲田大学大学院アジア太平洋研究科教授  三友仁志 
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第１章 放送を取り巻く環境の変化 

 

デジタル時代における放送の意義・役割について検討するため、本章では、まず放

送を取り巻く環境が具体的にどのように変化しているかについてレビューを行う。 

 

１．ブロードバンドの普及 

  我が国における光ファイバ整備率（世帯カバー率）は、2021年（令和３年）３月

末時点で99.3％（未整備世帯数39万世帯）となっている。今後は、「デジタル田園都

市国家インフラ整備計画」（2022年（令和４年）３月公表）に基づき、光ファイバに

ついては2027年度末（令和９年度末）時点で整備率（世帯カバー率）99.9％（未整

備世帯数５万世帯）を目指すとされているほか、５Ｇについては2030年度末（令和

12年度末）時点で99％の人口カバー率を目指すとされている。 

ブロードバンドの普及により、いつでもどこでも、超高速かつ大容量の情報のや

り取りを瞬時に行うことが可能となっている。そして、このブロードバンドの普及

やCDN(Content Delivery Network)等の配信インフラの整備等を背景として、イン

ターネット動画配信サービスが伸長するとともに、スマートフォンやタブレット端

末等の視聴デバイスの多様化や、動画配信におけるタイムシフト視聴といった視聴

スタイルの多様化が進んでいる。 

 

図表１－１ 光ファイバの整備状況 



6 

 

 

図表１－２「デジタル田園都市国家インフラ整備計画」の概要 

 

２．インターネット動画配信サービスの伸長と視聴デバイスの多様化 

  インターネット動画配信サービスとして、放送コンテンツを含む様々なコンテン

ツが、スマートフォンやタブレット端末等の多様な視聴デバイスに対応する形で提

供されている。例えば、「NETFLIX」、「Amazon Prime Video」、「Disney+」等の主要な

配信プラットフォームサービスでは、放送事業者や映画制作事業者等の他事業者が

制作したコンテンツのほか、独自制作コンテンツも提供されている。 
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図表１－３ 世界的な配信プラットフォームサービスの現状 

 

また、テレビのインターネット接続は年々増加傾向にあり、現在、テレビ及び

テレビ接続機器のインターネット接続率は50％を超える状況となっている。テレ

ビはもはや放送番組を視聴するだけのデバイスではなくなり、インターネット動

画配信サービスを視聴する機能を併せ持ったデバイスとなっている。

 
図表１－４ テレビのインターネット接続率の推移 
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視聴デバイスについては、最近の特徴的な事例として、チューナーレスデバイ

スの登場が挙げられる。これは、テレビチューナーを搭載せずにインターネット

接続を可能とするＯＳを搭載し、専らインターネット動画配信サービスを視聴す

ることが可能なデバイスであり、視聴者の視聴環境に大きな影響を与える可能性

が考えられる。

 
図表１－５ チューナーレスデバイスの登場 

 

３．視聴スタイルの変化と「テレビ離れ」 

  ブロードバンドの普及や視聴デバイスの多様化等を背景に、視聴者はコンテンツ

をいつでもどこでも視聴したいときに視聴することが可能となっている。これによ

り、自宅のテレビでリアルタイムにコンテンツを視聴するという従来の視聴スタイ

ルは減少し、視聴者の視聴スタイルは多様化しつつある。2020年（令和２年）には、

全年代平均でネット利用時間がテレビのリアルタイム視聴時間を上回った。 
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図表１－６ 主なメディアの平均利用時間 

 

また、コロナ禍によって「巣ごもり需要」が発生し、自宅内の視聴デバイスご

とのメディア接触率についても変化が生じている。自宅内におけるメディア接触

時間は、インターネット（パソコン、タブレット、モバイル）による接触時間が

年々増加傾向にある一方で、テレビによる接触時間は2020年（令和２年）のコロ

ナ禍の影響で一時的に増加したものの、中長期的には減少傾向となっている。 

 
図表１－７ 自宅内１日あたりメディア接触の経年変化 
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こうした状況を背景に、若者を中心として「テレビ離れ」が進んでいる。若年層

については、１日に15分以上テレビを見る割合が、2020年（令和２年）に10代男性

で54％、20代男性で49％と、国民全体の79％と比べて低くなっている。また、内閣

府の調査によると、テレビ普及率は全体的に低下傾向にある中で、特に29歳以下が

世帯主である世帯の低下傾向が大きくなっている。 

 

図表１－８ 1日15分以上テレビを見る割合 

 

図表１－９ 世帯主別普及率 
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更に、若者層の視聴スタイルは、「映画・音楽・スポーツ」といったジャンルで動

画を選択するのではなく、「本編」や「名場面・メイキング・まとめ系」といった「フ

ォーマット」志向で選択し、同一フォーマット内の複数ジャンルを横断的に視聴す

るという「カジュアル動画視聴」の傾向が見られる。 

 

図表１－１０ 若者層のカジュアル動画視聴 

 

４．広告市場の動向 

我が国の総広告費は、2020年（令和２年）のコロナ禍で一時的に落ち込んだもの

の、2021年（令和３年）は持ち直し、6兆7,998億円となっている。うち地上テレビ

ジョン放送の広告費は、コロナ禍の影響が緩和したことで、2021年（令和３年）に

は前年比で一時的に増加したが、長期的には低下傾向が続く可能性も考えられる。 

他方で、インターネット広告費については、コロナ禍による広告市場の押し下げ

の影響は特に見られず、社会の急速なデジタル化を背景に継続的に高い成長率を維

持しており、2021年（令和３年）には2兆7,052億円となり、マスコミ四媒体広告費

（新聞、雑誌、ラジオ、テレビメディア広告費の合算）（2兆4,538億円）を初めて

上回った。 
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図表１－１１ 我が国の媒体別広告費の推移 

 

５．人口減少の加速化 

我が国の総人口は2055年（令和37年）には１億人を下回ると推計されている。ま

た、2050年（令和32年）には全国の居住地域の約半数で50％以上の人口減少が予測

されている。この予測では、人口の増加が見られる地域は都市部と沖縄県等の一部

の地域に限られ、更に、全国の居住地域の２割弱については無居住化するとされて

いる。 

  こうした人口減少の加速化は、あらゆる産業や国民生活に構造的な変化を迫って

いる。例えば、金融分野では銀行の従来型店舗を削減し、セルフサービス機器等を

備えた次世代型店舗の拡充やインターネットバンキングへのシフト等が進められ

ている1ほか、交通分野では鉄道の廃止に伴ってバスにより代替する動きが各地で

                                                        
1 例えば、三菱 UFJフィナンシャル・グループは、デジタルトランスフォーメーションの一環として、三菱 UFJ銀

行の店舗の削減を進めており、2023年度末（令和５年度末）時点で約 320拠点（2020年度末（令和２年度末）時

点では 425 拠点）にするほか、テレビ窓口等のセルフ機器を導入した次世代営業店の拡充、インターネットバン

キング等へのデジタルシフトを進め、顧客利便性向上とコスト削減を実現するとしている（2021 年度決算投資家

説明会資料（2022年５月 19日））。また、三井住友フィナンシャルグループは、計 483拠点のリテール店舗につい

て、フルサービス店舗を削減し、個人コンサルティングに特化した軽量店舗を増加させることにより、中期経営計

画（2020～2022 年度）の３年間で 250 億円のコスト削減を図るとしている（ＳＭＢＣグループの経営戦略（2022

年３月２日））。 

 



13 

 

見られる。今後もあらゆる分野において構造的な変化を迫られることは不可避2で

あり、放送分野もその例外ではないと考えられる。重要なことは、こうした状況を

前提として受け入れつつも、デジタル技術の導入等によりいかに効率化を図るか、

あるいはいかに代替手段を確保するかといった視点だと考えられる。 

 

 
図表１－１２ 我が国人口の推移と将来推計 

                                                        
2 「2040年頃から逆算し顕在化する諸課題に対応するために必要な地方行政体制のあり方等に関する答申」（令和

２年６月 26日 第 32次地方制度調査会）においては、「人口減少が深刻化し、高齢者人口がピークを迎える 2040

年頃にかけて生じることが見込まれる変化・課題」が、人口構造、インフラ・空間、技術・社会等に分けて整理さ

れており、「人口構造やインフラ・空間に関する変化に伴い、日常生活に支えを必要とする人や適切な管理・更新

が求められるインフラの需要が増加する一方、支える人材が減少するギャップにより、多様な分野において課題

が顕在化することが見込まれる。」、「変化やリスクに適応していくためには、人口増加や従来の技術等を前提とし

て形成されてきた現在の社会システム（制度、インフラ、ビジネスモデル、社会的な慣習等）をデザインし直す好

機と捉え、官民を問わず、また、国・地方を通じて対応していく必要がある。」と指摘されている。 
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図表１－１３ 国土審議会計画推進部会 国土の長期展望専門委員会 

「国土の長期展望」最終とりまとめ（令和３年６月）参考資料 

 

６．第１章小括 

  本章では、放送を取り巻く環境の変化として、ブロードバンドの普及、インター

ネット動画配信サービスの伸長と視聴デバイスの多様化、視聴スタイルの変化と若

者を中心とした「テレビ離れ」、広告市場の動向及び人口減少の加速化の状況につ

いてそれぞれレビューを行った。 

本レビューを通じてインターネットを含め情報空間が放送以外にも広がる中、放

送における広告費の低下や人口減少の加速化により、構造的な変化が迫られている

現状が確認できた。こうした傾向は今後も続くことが予想される中、放送がその社

会的役割に対する視聴者の期待に引き続き応えていくためには、既存の枠組に囚わ

れない変革が求められる。放送を取り巻く環境が大きく変化しているデジタル時代

においては、放送か通信かの区別は視聴者には意識されなくなっており、放送コン

テンツに対する視聴者のニーズも多様化していると考えられ、そうした多様なニー

ズに対して応えていくことも求められる。 
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図表１－１４ 第１章「放送を取り巻く環境の変化」の概要 
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第２章 デジタル時代における放送の意義・役割 

 

本章では、放送がこれまで果たしてきた役割のほか、インターネットを含めて情報

空間が放送以外にも広がるデジタル時代において放送が今後果たしていくべき役割

について考察する。 

 

１．放送が果たしてきた役割 

放送は、放送法（昭和25年法律第132号）第１条3にもあるとおり、健全な民主主

義の発達に貢献することがその重要な役割となっている。 

この役割を果たすため、放送は、 

・生命・身体の維持のための情報（災害や健康に関する情報等） 

・社会の多様性・自律を助けるための情報（教育情報等） 

・国民の維持のための情報（伝統文化に係る情報等） 

・民主主義の維持のための情報（報道番組や社会問題のドキュメンタリー等） 

・地域社会の維持のための情報（地域情報等） 

といった様々な情報を視聴者に提供してきた。 

特に、災害大国である我が国では、災害時における映像や音声による情報提供は

非常に重要である。放送は、発災時の避難・安否情報はもとより、被災時のライフ

ライン、交通、行政情報等を国民が得るための有効な情報収集手段として位置付け

られ、国民の生命や財産の安全確保に大きな役割を果たしている。 

また、放送事業者が、各地域に張り巡らされた取材網を活かしつつ、長年にわた

って培ってきた取材や編集に裏打ちされた信頼性の高い情報発信は、放送の重要な

価値である。各地域における情報発信の主な担い手は、地域に根ざしたローカル局

であり、災害時の地域住民の命を守る情報の発信拠点としての役割をはじめ、ロー

カル局の役割はなくてはならないものである。ローカル局が構築しているこの取材

網は、特定の地域内に留まらず、系列放送局による全国的な取材ネットワークを通

じて、社会全体のニーズに応えた情報発信も行っている。 

更に、我が国の放送は、受信料収入を経営の基盤とする日本放送協会（以下「Ｎ

ＨＫ」という。）と、広告収入4又は有料放送による料金収入を経営の基盤とする民

間放送事業者の二元体制の下、それぞれの特性を活かすことで、全体として視聴者

への適切な情報発信が確保されてきた。 

  

                                                        
3 放送法第１条の規定は、次のとおり。 

第１条 この法律は、次に掲げる原則に従つて、放送を公共の福祉に適合するように規律し、その健全な発達

を図ることを目的とする。 

一 放送が国民に最大限に普及されて、その効用をもたらすことを保障すること。 

二 放送の不偏不党、真実及び自律を保障することによつて、放送による表現の自由を確保すること。 

三 放送に携わる者の職責を明らかにすることによつて、放送が健全な民主主義の発達に資するようにする

こと。 
4 民間放送事業者における広告の取扱いについては、自主的な基準が定められている。 
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放送は、ＮＨＫと民間放送事業者がこの二元体制の下で様々な情報発信を行うこ

とを通じ、国民の「知る自由」5を保障し、災害情報や地域情報等の「社会の基本情

報」の共有や多様な価値観に対する相互理解の促進といった社会基盤としての役割

を果たしてきたと言うことができる。また、その「公共性」に着目すれば、放送は

公衆の包摂・形成であり、社会の構成員の相互理解・対話を促進し、安定的・持続

的に「公衆」を形成するという社会インフラとしての役割を果たしてきたと言うこ

ともできる。 

 

図表２－１ 災害時における放送の役割 

                                                        
5 「知る自由」とは、「各人が、自由に、さまざまな意見、知識、情報に接し、これを摂取する機会をもつこと」

であり、これは、「その者が個人として自己の思想及び人格を形成・発展させ、社会生活の中にこれを反映させて

いくうえにおいて欠くことのできないものであり、また、民主主義社会における思想及び情報の自由な伝達、交流

の確保という基本的原理を真に実効あるものたらしめるためにも、必要なところである。」とされている（よど号

事件新聞記事抹消事件（最高裁昭和 58年６月 22日大法廷判決））。 
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図表２－２ 放送番組の編集に関する規律 

 

２．放送が果たしていくべき役割 

第１章でも述べたように、デジタル時代において、放送を取り巻く環境は、イン

ターネット動画配信サービスの伸長等による若者を中心とした「テレビ離れ」など、

大きく変化し、情報空間はインターネットを含めて放送以外にも広がっている。 

他方、インターネット空間では、人々の関心や注目の獲得ばかりが経済的な価値

を持つアテンションエコノミー6が形成され、フィルターバブル7やエコーチェンバ

ー8、フェイクニュースといった問題も顕在化する中で、取材や編集に裏打ちされた

信頼性の高い情報発信、「知る自由」の保障、「社会の基本情報」の共有や多様な価

値観に対する相互理解の促進といった放送の価値は、情報空間全体におけるインフ

ォメーション・ヘルス（情報的健康）9の確保の点で、むしろこのデジタル時代にお

いてこそ、その役割に対する期待が増していると言える。 

なお、第４章で述べる「攻めの戦略」を実のあるものにするためにも、地域情報

の確保がデジタル時代において重要性を増すという点について、今後、放送政策の

推進において留意すべきである。 

                                                        
6 人々の関心や注目の度合いが経済的価値を持つという概念。 
7 アルゴリズムがネット利用者個人の検索履歴やクリック履歴を分析し学習することで、個々のユーザにとって

は望むと望まざるとにかかわらず見たい情報が優先的に表示され、利用者の観点に合わない情報からは隔離され、

自身の考え方や価値観の「バブル（泡）」の中に孤立するという情報環境。 
8 ソーシャルメディアを利用する際、自分と似た興味関心をもつユーザをフォローする結果、意見をＳＮＳで発信

すると自分と似た意見が返ってくるという状況を、閉じた小部屋で音が反響する物理現象にたとえたもの。 
9 多様な情報にバランスよく触れることで、フェイクニュース等に対して一定の「免疫」（批判的能力）を獲得し

ている状態。 
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３．第２章小括 

本章では、放送がこれまで果たしてきた役割と今後果たしていくべき役割につい

て考察した。 

放送は、これまで、国民の「知る自由」を保障し、災害情報や地域情報等の「社

会の基本情報」の共有や多様な価値観に対する相互理解の促進といった社会基盤と

しての役割を果たしながら、健全な民主主義の発達に貢献してきた。 

今、インターネットを含めて情報空間が放送以外にも広がる一方でインターネッ

ト空間ではフェイクニュース等の問題が顕在化する中、取材や編集に裏打ちされた

信頼性の高い情報発信、「知る自由」の保障、「社会の基本情報」の共有や多様な価

値観に対する相互理解の促進といった放送の価値は、情報空間全体におけるインフ

ォメーション・ヘルスの確保の点で、むしろこのデジタル時代においてこそ、その

役割に対する期待が増している。 

このため、情報空間の広がりや競争環境の変化等を踏まえ、放送ネットワークイ

ンフラの効率化やインターネットによる配信を含めた多様な伝送手段の確保、放送

制度における規制の合理化等、柔軟に検討していくべきである。なお、この検討は、

放送を今後も持続可能なサービスとして長く維持・発展させていくために行うもの

であって、放送が長らく培ってきた地域文化や地域との絆、地域メディアとしての

役割等を毀損するものではないという点に留意すべきである。 

こうした視座に立ち、「放送の将来像」としては、『デジタル技術を最大限活用し

つつ、「守りの戦略」として放送ネットワークインフラに係るコスト負担を軽減する

ととともに、「攻めの戦略」としてインターネットによる配信を含めた多様な伝送手

段を確保し、これらによって、良質な放送コンテンツを引き続き全国の視聴者に届

け、その社会的役割を今後も持続的に維持・発展させていくこと』を目指すべきで

ある。この将来像の実現時期は、第３章で述べる放送ネットワークインフラの更新

時期を踏まえ、2030年頃が想定される。 

また、放送制度については、こうした「放送の将来像」に対応できるものとして、

放送の持続的な維持・発展を可能とし、放送事業者がそのための中長期的な経営戦

略を描くことのできる環境を整備するため、経営の選択肢を拡大する観点から柔軟

な見直しを行うべきである。その際、人口減少社会を前提とすれば、経済成長の果

実には自ずと限りがあるため、全ての足並みを揃えることよりも、積極的に創意工

夫を行う者を後押しするという視点がより重要となる。 
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図表２－３ 第２章「デジタル時代における放送の意義・役割」の概要 
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第３章 放送ネットワークインフラの将来像 

 

人口減少や視聴スタイルの変化等、放送を取り巻く環境が急速に変化する中におい

ては、「守りの戦略」として、良質な放送コンテンツを全国の視聴者に届けるため、放

送事業者の放送ネットワークインフラに係るコスト負担を軽減し、コンテンツ制作に

注力できる環境を整備していくことが重要である。 

このため、地上テレビジョン放送の小規模中継局やマスター設備（番組送出設備）

等の放送ネットワークインフラについて、安全・信頼性を確保することを前提に、経

済合理性の視点も勘案し、デジタル技術の導入等による効率化を図るべきと考えられ

る。 

そこで、本章では、コスト負担を軽減するための具体的方策として、「共同利用型モ

デル」及び小規模中継局等のブロードバンド等による代替について提言する。 

 

１．「共同利用型モデル」の検討 

（１）総論 

  ①現状 

地上基幹放送については、放送法等の一部を改正する法律（平成22年法律第

65号）により、それまで認められていたハード・ソフト一致に加え、ハード・

ソフト分離も選択可能となった。ハード・ソフト一致とは、地上基幹放送局の

免許人（ハード事業者）と放送番組を編集し放送するという放送の業務を行う

者（ソフト事業者）が同一の者である形態10であり、ハード・ソフト分離とはそ

れらが別の者である形態11である。これらの２つの形態を事業者の判断によって

選択可能とすることで、経営の柔軟化を図ることを目的として導入されたもの

である。 

現状、全ての地上基幹放送事業者がハード・ソフト一致の形態を選択してい

る。 

 

                                                        
10 ハード・ソフト一致の事業者は、放送法第２条第 22号において、「特定地上基幹放送事業者」（電波法の規定に

より自己の地上基幹放送の業務に用いる放送局（特定地上基幹放送局）の免許を受けた者）と定義されている。 
11 ハード・ソフト分離の事業者のうち、ソフト事業者は、放送法第２条第 21号において、「認定基幹放送事業者」

（放送法第 93 条第１項の認定を受けた者）と定義されている。また、ハード事業者は、放送法第２条第 24 号に

おいて、「基幹放送局提供事業者」（電波法の規定により基幹放送局の免許を受けた者であつて、当該基幹放送局の

無線設備及びその他の電気通信設備のうち総務省令で定めるものの総体（基幹放送局設備）を認定基幹放送事業

者の基幹放送の業務の用に供するもの）と定義されている。 
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図表３－１ 放送の参入制度 

 

図表３－２ 地上テレビジョン放送の放送ネットワーク構成 
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②課題 

人口減少や視聴スタイルの変化等、放送を取り巻く環境が急速に変化する中、

良質な放送コンテンツを全国の視聴者に届けるため、放送ネットワークインフ

ラに係るコスト負担を軽減し、コンテンツ制作に注力できる環境を整備してい

くことが課題となっている。 

ハード・ソフト一致の場合、放送を全国に電波で送信することを目的とした

多数の中継局送信設備や鉄塔等から構成される放送ネットワークインフラを原

則、地上基幹放送事業者自らが保有・運用・維持管理しており、その効率化に

は限界があると考えられる。 

地上基幹放送事業者にとっての心臓部であるマスター設備については、デジ

タル技術の導入や設備の共同整備等によって、より効率的な運用が可能になる

と考えられる。 

こうした放送ネットワークインフラに係る課題について、放送事業者からは、

放送を取り巻く環境の変化等を背景に、放送設備（中継局、マスター設備等）

の共用化によるコスト削減について検討すべきという意見12が寄せられている。 

 

図表３－３ ＮＨＫにおける地上テレビジョン放送の送信にかかる経費 

                                                        
12 例えば、規制改革実施計画（令和２年７月 17日閣議決定）に係る放送事業者へのアンケート（2020年（令和２

年）９月 23日～同年 10月 30日実施）では、マスター設備、送信所等の他局との共用を要望する意見が寄せられ

ている。 
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図表３－４ 民放の地デジ送信維持費 

 

③今後の方向性 

放送ネットワークインフラに係るコスト負担を軽減し、コンテンツ制作に注

力できる環境を整備していく観点から、例えば、株式会社放送衛星システム（基

幹放送局提供事業者）のような、複数の地上基幹放送事業者の放送ネットワー

クインフラをまとめて保有・運用・維持管理する「共同利用型モデル」が経営

の選択肢となり得る。 

 

「共同利用型モデル」には、次のようなメリットがあると考えられる。 

○ 地上基幹放送事業者は、放送ネットワークインフラの保有・運用・維持管

理を委託等を通じて外部の事業者に切り出すことによって、コンテンツ制

作に注力することが可能となる。 

○ 委託等を受けた外部の事業者が放送ネットワークインフラの維持管理や

更新を一元的に担うことで、維持管理や更新の効率化が図られる。 

○ 画一的かつ均一的な維持管理の実施により、事故等の際の早期復旧につ

ながるなど、放送の信頼性の向上も期待できる。 

○ ベンダー間の競争にも配意した機器の共同購入により、コストの低減が

図られる。 
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この「共同利用型モデル」が具体的な選択肢となるよう、総務省も適切に関

与しつつ、ＮＨＫ及び民間放送事業者をはじめとした関係者間で具体的な検討・

協議を進めていくべきである。 

なお、放送ネットワークインフラの保有はしていないが、関東広域圏の民間

放送事業者５社が共同で設立した保守会社である株式会社日本デジタル放送シ

ステムズの事例も参考になると考えられる。同社は地デジ化を機に2001年（平

成13年）に設立され、関東広域圏の民間放送事業者５社との契約により、中継

局送信設備の保守業務、補修業務及び更新業務を請け負っている。 

また、「共同利用型モデル」の留意点としては、放送設備の安全・信頼性の引

き続きの確保、放送ネットワークインフラの保有・運用・維持管理を行う事業

者の収益性の確保等が考えられ、これらの留意点についても「共同利用型モデ

ル」の実現に当たっては併せて検討が必要である。 

 

（２）地上基幹放送局 

①現状と課題 

地上テレビジョン放送を行う地上基幹放送局のうち、中継局について、ＮＨ

Ｋ及び民間放送事業者において可能な限り共同建設を行うなど、効率的な整備

が進められてきた13。また、共同建設の中継局については、ＮＨＫと民間放送事

業者との間で協定を結び、一部中継局の維持管理については共同で委託契約を

行っている。 

他方、株式会社日本デジタル放送システムズのような事例もあるが、共同委

託契約による維持管理は限定的であり、原則、地上基幹放送事業者毎に委託契

約が行われ、また、運用や設備更新に係る検討や発注についても地上基幹放送

事業者毎に行われている。 

こうした状況を前提に更なる効率化を図っていくことには限界があり、また、

維持管理等に必要な社内外の人材の確保が困難となっていく中、将来的には費

用増となるリスクも考えられる。 

なお、株式会社日本デジタル放送システムズによれば、監視や現地出向など

をまとめて実施することにより効率的な運用・維持管理が実現していることや、

更新業務において標準仕様をもとに複数ベンダーに競争させることでコスト低

減を実現しているというメリットがある一方で、無線従事者の資格を有する人

材の確保や収益について課題があるとのことである。 

米国や仏国では、無線設備を保有・運用するハード会社や、土地・鉄塔・電

源等を所有するタワー会社があり、放送事業者とは異なる第三者がハードを保

有・運用する形態も見られる。 

  

                                                        
13 全局数のうち約７割が共同建設となっている。 
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②今後の方向性

地上テレビジョン放送を行う地上基幹放送局について、諸外国の制度及び設

備運用の事例も参考に、更なる効率化を図る観点から、中継局の保有・運用・

維持管理を担うハード事業者（基幹放送局提供事業者）の設立も経営の選択肢

となり得る14。その際、ＮＨＫ及び民間放送事業者ともに現在よりもコスト削減

が図られることを前提とすべきである。

ハード事業者を設立する時期については、2026年～2028年頃（令和８年～令

和10年頃）に想定されるミニサテライト局の更新開始を見据え、更新すること

となったミニサテライト局の保有（資産計上）が可能となるタイミングが考え

られ、設立形態としては、ＮＨＫ及び民間放送事業者による共同出資等が考え

られる。 

また、ハード事業者の対象設備の範囲としては、地上基幹放送事業者が特に

人口減少地域や山間地等での中継局のコスト負担に課題を有していることから、

まずは、ミニサテライト局をはじめ、山間地等の小規模な中継局とすることが

考えられる。その場合、経済合理性の観点から、運用・維持管理については大

規模な中継局等も含めハード事業者がまとめて実施することも考えられる。そ

の結果、無線従事者の資格を有する人材が減少する中、円滑な人材確保も期待

できる。また、ハード事業者の対象エリア（全国単位、地域ブロック単位、各

放送対象地域単位）は、ハード事業者の持続可能性、競争性、ガバナンス体制

の確保等の観点を考慮して検討すべきと考えられる。なお、地域によっては地

方公共団体等が保有する中継局も存在しているところ、これらについても地方

公共団体等と調整の上でハード事業者の対象設備となり得ると考えられる。 

加えて、ハード事業者のステイクホルダーは多岐に渡ることが想定されるた

め、透明性の確保やデジタル技術の導入等において、事業運営のためのガバナ

ンスが適切に確保されるべきである。

ハード事業者の設立と並行して、民間放送事業者よりもＮＨＫの中継局が高

コストであるとの調査結果も出ていることから、検証・シミュレーションを行

ってその要因を分析し、合理的な仕様とすべきである。 

なお、設立されたハード事業者においても、安全・信頼性に関する技術基準

の遵守や災害発生時のオペレーションの確保は引き続き適切に行っていくべき

である15。 

（３）マスター設備

①現状と課題

マスター設備とは、制作された番組・ＣＭの映像音声データ等を、放送時間

にあわせて地上基幹放送局に送り出す「放送局の心臓部」とも呼ばれるシステ

14 なお、地上テレビジョン放送を行う地上基幹放送局のみならず、ラジオ放送を行う地上基幹放送局等もハード

事業者の対象設備となり得る。 
15 本検討会第８回会合において、飯塚構成員から、米国では、タワー会社がサービスの一環として、24 時間 365

日のモニタリング、故障発生時の代替品の調達、修理スタッフの派遣、電源対策や防火対策等の災害対応等を行っ

ている旨の説明があった。 
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ムのことで、ニュース、収録番組、ＣＭ等を番組表に従って切替えを行うとと

もに、運行状況等の監視を行うものである。 

現状、オンプレミスのシステムであり、地上基幹放送事業者毎にその社屋等

に設置されている。10～15年毎に設備更新が必要であり、広告収入が減少する

中、更新投資は各地上基幹放送事業者にとって大きな負担となっている。集約

化については、例えば英国では、ＢＢＣからマスター設備部門が分離し、その

マスター設備を複数の放送事業者が利用している事例がある。 

また、放送以外の分野においては、専用機器から汎用化（ＩＰ化）・ソフトウ

ェア化・クラウド化という順に実用化が進んでいるところ、マスター設備につ

いても、一部の地上基幹放送事業者においてＩＰ化の導入が予定されている。

クラウド化については、メーカーにおいて、2020年代後半に実用化するマイル

ストーンで開発が進められている。 

米国では、地上放送や衛星放送でクラウドマスターを利用している事例があ

る16。 

 

②今後の方向性 

地上テレビジョン放送のマスター設備について、2028年～2030年頃（令和 10

年～令和 12年頃）に想定される在京キー局での設備更新を見据え、効率化を図

る観点から、マスター設備の集約化・ＩＰ化・クラウド化は経営の選択肢とな

り得る。 

集約化に当たっては、放送番組のやり取りが行われており、設備仕様がある

程度共通化されている系列局の単位で集約化を図ることが現実的である。例え

ば衛星放送のプラットフォーム事業者17のように、マスター設備を特定の場所に

設置し、その運用・維持管理を地上基幹放送事業者以外の事業者18が担うことや、

クラウドサービス19として提供を受けることが考えられる。これによって監視業

務や放送準備業務が一括して行われ、業務の効率化が図られると期待される。 

集約化の対象エリアは、系列局単位での集約化を前提に、地域ブロックに加

え、全国単位も視野に入ると考えられる。 

その際、現状でも一部系列内において統一仕様を導入している事例があるが、

費用対効果や収益性を高める観点から、場合によっては系列を超えて統一仕様

を導入することも経営の選択肢として検討が必要と考えられる。また、放送コ

ンテンツのインターネット同時配信にも対応したより効率的な方法について併

せて考慮することも考えられる。 

                                                        
16 FOX社や Discovery社。 
17 ＣＳ放送では、スカパーJSAT 株式会社が提供するマスター設備を各衛星放送事業者（ソフト事業者）が利用し

ている。 
18 例えば、マスター設備メーカーや複数の地上基幹放送事業者の共同出資による事業者のほか、ハード事業者（基

幹放送局提供事業者）が地上基幹放送局の中継局に加えてマスター設備を保有・運用・維持管理することも考えら

れる。 
19 クラウドサービスについては、データの保存場所を利用者が選択可能となっている事例がある。 
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他方、集約化・ＩＰ化・クラウド化に当たっては、サイバーセキュリティ対

策等、安全・信頼性をどのように確保可能かについて検討すべきである。追加

的なコストが発生することとなるが、地方銀行20等、他分野においてもクラウド

化が進みつつあることも踏まえれば、持続可能な放送の実現のためのコスト削

減とサイバーセキュリティ対策等の安全・信頼性確保の両立に向けた道筋を描

くことは可能と考えられる。 

我が国におけるマスター設備は、系列局において在京キー局から配信される

番組素材のうちＣＭを差し替える際に元映像が見えてしまう「ちら見え」と呼

ばれる現象が起きないようにする仕組や、ＣＭ中に字幕が表示されないように

制御する仕組を持っており、諸外国のマスター設備と比較して精度の高い制御

が可能となっている。こうした仕組を今後どうしていくか、経営の選択肢とし

て検討が必要と考えられる。 

また、米国では既にクラウド化は実用化されているが、我が国におけるクラ

ウド化の実現に向けて、どの程度の可用性21を確保すべきかといった検討が必要

と考えられる。 

マスター設備の集約化・ＩＰ化・クラウド化は、放送事業者の経営の選択肢

であることに留意しつつ、その要求条件を総務省において検討・整理すべきで

ある。その際、放送に求められる可用性を確保するためには、不測の事態にお

ける対処をクラウド側に委ねるのではなく、マスター設備の利用者である放送

事業者自らがリスクをグリップ（把握）し、コントロール（制御）できること

が重要であることにも留意すべきである。 

 

２．小規模中継局等のブロードバンド等による代替 

小規模中継局等22については、ブロードバンドの普及が進む中で、ブロードバン

ド等（ケーブルテレビ、光ファイバ、５Ｇ等）による代替可能性について、視聴者

にとって同程度のサービスを維持することを前提に検討することが適当であると

いう認識の下、2022年（令和４年）２月から、本検討会の下で「小規模中継局等の

ブロードバンド等による代替に関する作業チーム」（以下「作業チーム」という。）

を開催し、代替手段に求められる品質・機能、代替手段の利用可能性等について、

参照モデルを作成するなどして検討してきた。 

                                                        
20 例えば、株式会社北國銀行は日本マイクロソフト株式会社のパブリッククラウドの Microsoft Azure上で勘定

系システム「BankVision」を 2021年（令和３年）５月３日に稼働開始している（株式会社北國銀行、日本ユニシ

ス株式会社及び日本マイクロソフト株式会社の共同ニュースリリース（2021年５月６日））。また、2021年（令和

３年）５月に事業を開始した株式会社みんなの銀行は、勘定系システムにパブリッククラウドの Google Cloudを

採用している（Google Cloud Japan Team掲載記事（2021年９月 10日））。その他、株式会社福島銀行は SBIホー

ルディングス株式会社とフューチャーアーキテクト株式会社が共同で開発を進めているアマゾンウェブサービス

（AWS）のパブリッククラウド上の「地域金融機関向けのクラウドベースの勘定系システム」の採用を決定してい

る（SBI地方創生サービシーズ株式会社のニュースリリース(2022年１月 20日)）。 
21 例えば、可用性が 99.99％（フォーナイン）では年間 52分、99.999％（ファイブナイン）では年間 5.26分の停

止時間という定義となる。 
22 作業チーム取りまとめにおいては、ブロードバンド等による代替可能性を検討する代替元のネットワークとし

て、「ミニサテライト局及び共聴施設のほか、必要に応じて一部の小規模中継局が主に想定される」とされている。 
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その検討結果については、[別添]の作業チーム取りまとめのとおりである。検討

の結果、ＦＴＴＨを用いたＩＰユニキャスト方式について、比較的受信世帯数の少

ない小規模中継局等の代替としての経済合理性が期待でき23、代替手段としての利

用可能性があることが示された。これを踏まえ、ＩＰユニキャスト方式のほか、Ｉ

Ｐユニキャスト方式以外の代替手段も含め、最適な代替手段について引き続き検討

を進めていくべきである。また、放送の代替手段となり得る既存サービスが存在し

ないＩＰユニキャスト方式については、特定の地域を対象に住民の方々や地方公共

団体等の協力を得ながら配信を実験的に行うことにより、現実的な代替の可能性に

ついての検証・検討に取り組むことが適当である。総務省においては、その検証・

検討の状況も踏まえ、関係府省庁、関係事業者等と連携しつつ、引き続きブロード

バンド等による代替について、2026年度（令和８年度）以降の円滑な実現に向けて

制度面・運用面の課題等の検討を行うことが適当である。 

 

３．第３章小括 

  本章では、地上テレビジョン放送の小規模中継局やマスター設備等の放送ネット

ワークインフラの将来像について検討した。 

過疎化も進む中で、放送事業者があまねく受信義務・努力義務をこれまでと同様

の手段によって達成することは困難になりつつある。放送を取り巻く環境が急速に

変化する中においては、放送事業者の中長期的な経営戦略のうち「守りの戦略」と

して、良質な放送コンテンツを全国の視聴者に届けるため、放送事業者の放送ネッ

トワークインフラに係るコスト負担を軽減し、コンテンツ制作に注力できる環境を

整備していくことが重要である。 

このため、地上テレビジョン放送の小規模中継局やマスター設備等の放送ネット

ワークインフラについて、安全・信頼性を確保することを前提に、経済合理性の視

点も勘案し、デジタル技術の導入等による効率化を図るべきである。 

こうした問題認識の下、コスト負担を軽減するための具体的な経営の選択肢とし

て、地上テレビジョン放送を行う地上基幹放送局の中継局やマスター設備の「共同

利用型モデル」及び小規模中継局等のブロードバンド等による代替について提言し

た。今後、この将来像の実現に向け、総務省も適切に関与しつつ、ＮＨＫ及び民間

放送事業者をはじめとした関係者間で具体的な検討・協議を進めていくべきである。 

                                                        

23 本取りまとめにおいては、放送アプリケーションに係る経費を除外するなど、一定の条件・推計のもとに経済

合理性を算定した。 
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図表３－５ 第３章「放送ネットワークインフラの将来像」の概要 
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第４章 放送コンテンツのインターネット配信の在り方 

 

インターネットを含めて情報空間が放送以外にも広がる中、国民の「知る自由」を

保障し、「社会の基本情報」の共有や多様な価値観に対する相互理解の促進といった

社会基盤としての役割を果たすことで、健全な民主主義の発達に貢献し、情報空間全

体におけるインフォメーション・ヘルスを確保する観点から、取材や編集に裏打ちさ

れた信頼性の高い情報発信、「知る自由」の保障、「社会の基本情報」の共有や多様な

価値観に対する相互理解の促進といった放送の価値をインターネット空間にも浸透

させていくことが重要となっており、今後本格化していく放送に準じた公共的な取組

を行う放送同時配信等の取組がキーとなる。 

こうした問題意識の下、本章では、放送コンテンツのインターネット配信について、

その現状についてレビューを行った上で、今後の方向性について提言する。 

 

１．現状 

（１）民間放送事業者における取組 

第１章で述べたような視聴スタイルの変化等を背景に、各放送事業者において放送

コンテンツのインターネット配信に係る取組が進められており、無料・有料による見

逃し配信、VOD配信、ライブ配信を提供している。 

日本テレビは、無料配信サービスとして「日テレ無料！（TADA）」を2015年（平成27

年）４月より開始し、見逃し配信及びVOD配信を提供しているほか、有料配信サービス

として「Hulu」を2014年（平成26年）４月より開始し、VOD配信及びライブ配信を提供

している。 

テレビ朝日は、「テレ朝動画」を2009年（平成21年）６月より開始し、無料の見逃し

配信及びライブ配信、有料のVOD配信を提供しているほか、有料配信サービスとして

「TELASA」を2020年（令和２年）４月より開始し、見逃し配信及びVOD配信を提供して

いる。 

ＴＢＳは、無料配信サービスとして「TBS FREE」を2014年（平成26年）10月より開

始し、見逃し配信及びVOD配信を提供しているほか、有料配信サービス「Paravi」（2018

年（平成30年）４月開始）に放送コンテンツを提供している。 

テレビ東京は、無料配信サービスとして「ネットもテレ東」を2015年（平成27年）

４月より開始し、見逃し配信、VOD配信及びライブ配信を提供しているほか、「テレ東

BIZ」を2013年（平成25年）３月より開始し、見逃し配信、VOD配信及びライブ配信を

提供（コンテンツにより無料・有料の別有り）し、更に有料配信サービス「Paravi」

（2018年（平成30年）４月開始）に放送コンテンツを提供している。 

フジテレビは「FOD」を2005年（平成17年）９月より開始し、無料の見逃し配信及び

ライブ配信、有料のVOD配信を提供している。 

一方、2015年（平成27年）10月に開始した民放公式テレビ配信サービス「TVer」は、

在京キー局、ローカル局、ＢＳ、独立局のほか、ＮＨＫを含め、全国112局の配信実績
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（2022年（令和４年）５月時点）を有している。サービス開始後、無料での見逃し配

信、VOD配信及びライブ配信を行ってきたところ、2021年（令和３年）10月からは、日

本テレビ系が毎日19時から23時頃までの放送番組の同時配信を開始し、2022年（令和

４年）４月からは、同サービス・同時間帯において、テレビ朝日系、ＴＢＳ系、テレ

ビ東京系及びフジテレビ系による同時配信も開始され、民放５系列揃っての同時配信

が実現した。 

 

図表４－１ 民間放送事業者によるインターネット配信の取組（在京キー局） 

 

また、ローカル局においても自社ウェブサイト・アプリ等において、生活情報、ポ

イントサービス、プレゼント応募などと連動しつつ、同時配信や見逃し配信等を行っ

ている。 

例えば、hod（北海道テレビ）、ミヤテレMoTTo（宮城テレビ）、カンテレドーガ（関

西テレビ）、Locipo（東海テレビ、中京テレビ、ＣＢＣテレビ、テレビ愛知）及びIRAW 

by RCC （中国放送）では、配信サービス（同時配信、見逃し配信、VOD配信又はライ

ブ配信）が提供されており、エムキャス（東京MX、群馬テレビ）では、配信サービス

において生投票やプレゼント応募など視聴している番組と連動したコンテンツ視聴

が可能となっている。また、南海放送アプリ（南海放送）では、番組宣伝等の動画を

掲載し、アプリ内から公式YouTubeチャンネル等へのアクセスが可能となっており、

どこでもアサデス。（九州朝日放送）では、「アサデス。KBC」の同時配信に対応してい

るほか、天気予報、ニュース、ポイントサービス等のサービスをあわせて提供してい

る。 
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図表４－２ 民間放送事業者によるインターネット配信の取組（在京キー局以外の例） 

 

（２）ＮＨＫにおける取組 

ＮＨＫは、放送法の一部を改正する法律（令和元年法律第23号）の施行により、テ

レビジョン放送の常時同時配信が解禁されたことを受け、テレビジョン放送の補完サ

ービスとして、2020年（令和２年）４月に「ＮＨＫプラス」を開始し、総合テレビ及

びＥテレの同時配信等24を行っている。 

                                                        
24 同時配信は、総合テレビについては原則 24 時間（放送休止時間を除く。）、Ｅテレについては 5：00-24：00 の

提供。また、同時配信のほか、７日間の見逃し番組配信も提供。 
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図表４－３ 「ＮＨＫプラス」のサービス概要 

 

また、ＮＨＫのインターネット配信について、放送番組等のインターネット配信の

意義やサービスニーズを検証するため、主にテレビを保有していない者を対象とした

放送番組等の配信を行う社会実証の実施について総務省より要請を行い、現在、ＮＨ

Ｋにおいて社会実証が順次実施されている。2022年（令和４年）４月22日から同年５

月６日までの期間で実施された第一期社会実証においては、「正しく理解が深まり、

気付く」、「知識が広がり、つながる」、「簡単に、必要な情報が見つかる」という３つ

の機能について、「主要ニュースについて、ＮＨＫの豊富なアーカイブを活用し類似

ニュースの“まとめ”とは違う多角的視点を提示」する「サービス①」をはじめとし

た７つのサービスの実証が行われた。 

この第一期社会実証では、７つのサービスについて、社会実証の対象者により、６

割から８割程度、社会あるいは対象者自身にとって有用と評価し、例えば、「サービス

①」では、「背景や因果関係などについて信頼のおける情報、最新の情報、重要な情報

をうまく自分で見つけ出すことが難しい」、「多角的視点からの幅広い情報を見つける

ことが難しい」といった問題意識について、７割以上の対象者が問題と感じ、そのう

ちの６割以上の対象者が本サービスで解決可能と回答したと報告されている。 
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図表４－４ ＮＨＫ社会実証の概要 

 

 

図表４－５ ＮＨＫ社会実証の「サービス①」の概要 
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図表４－６ ＮＨＫ社会実証の評価 

 

（３）プラットフォーマーにおける取組 

プラットフォーマーにおける取組としては、例えば、Yahoo! JAPANでは、各放送事

業者との連携により、各放送事業者が持つ放送コンテンツを、ユーザの利用に合わせ

て、トップページ（各デバイス、アプリ）において時世に合わせた放送コンテンツと

の接点を創出している。 

具体的には、GYAO!（情報・エンターテインメント領域）、Yahoo!ニュース（報道領

域）、Sportsnavi（スポーツ領域）において、各放送事業者の放送コンテンツをVODや

ライブで配信を行いつつ、Yahoo! JAPANトップページやYahoo! JAPANアプリにおいて

掲出・誘導する取組（例えば、災害等の緊急時における放送番組のライブ中継配信、

主要タイムラインでの各局VOD動画の自動再生、放送番組の見逃し配信の試行的実施

など）を行うなど、ユーザが情報を取得しやすい環境で放送事業者のコンテンツを展

開し、公共性の高いコンテンツとして誘導ができるよう、取り組んでいる。 
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図表４－７ Yahoo! JAPANにおけるテレビ各局との取組 

 

（４）著作権法の改正 

放送コンテンツの同時配信等（同時配信、追っかけ配信及び原則放送から１週間以

内の見逃し配信）に係る権利処理については、著作権法の一部を改正する法律（令和

３年法律第52号）によって、その円滑化に関する措置が講じられた。 

具体的には、①権利制限規定の拡充、②許諾推定規定（放送事業者と、放送番組で

の著作物等の利用を認める契約を行う際に、権利者が別段の意思表示をしていなけれ

ば、放送に加え、放送同時配信等の利用も許諾したと推定するもの）、③レコード・レ

コード実演の利用円滑化、④映像実演の利用円滑化、⑤協議不調の場合の裁定制度の

拡充が講じられた。 

また、2022年（令和４年）１月の施行に当たっては、総務省及び文化庁において「放

送同時配信等の許諾の推定規定の解釈・運用に関するガイドライン」を策定するなど、

所要の制度整備が行われている。 
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図表４－８ 著作権法の一部を改正する法律（令和３年法律第52号）について 

 

２．課題 

第１章及び本章「１．現状」において述べたとおり、近年、インターネット動画

配信サービスの伸長等によって、インターネットを含めて情報空間が放送以外にも

広がり、特に若者を中心に「テレビ離れ」が加速するなど、放送を取り巻く環境は

大きく変化している。 

他方、インターネット空間では、フィルターバブルやエコーチェンバー、フェイ

クニュースといった社会問題も顕在化する中、情報空間全体におけるインフォメー

ション・ヘルスの確保の観点から、取材や編集に裏打ちされた信頼性の高い情報発

信、「知る自由」の保障、「社会の基本情報」の共有や多様な価値観に対する相互理

解の促進といった放送コンテンツの価値をインターネット空間にも浸透させてい

くことがこれまで以上に重要になってくるものと考えられ、今後本格化していく放

送に準じた公共的な取組を行う放送同時配信等の取組がキーとなる。 

  我が国の放送は、受信料収入を経営の基盤とするＮＨＫと、広告収入又は有料放

送による料金収入を経営の基盤とする民間放送事業者の二元体制の下、それぞれの

特性を活かすことで、全体として視聴者への適切な情報発信が確保されている。こ

のため、インターネットを含めて情報空間が放送以外にも広がる中においても、こ

の二元体制を情報空間全体で維持していくことが重要となる。 

  英国では、デジタル・文化・メディア・スポーツ省（ＤＣＭＳ）がＢＢＣの中間
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レビューを開始25するとともに、ＢＢＣがデジタル・ファーストの公共サービスメ

ディア組織を構築するための計画26を公表し、その計画の中で、「将来の変更の例

(Examples of future changes)」として、ＢＢＣの視聴者の75％をiPlayer27を通じ

たものに拡大すること等を挙げている。 

 

３．今後の方向性 

国民の「知る自由」を保障し、「社会の基本情報」の共有や多様な価値観に対する

相互理解の促進といった社会基盤としての役割を果たすことで、健全な民主主義の

発達に貢献し、情報空間全体におけるインフォメーション・ヘルスを確保する観点

から、取材や編集に裏打ちされた信頼性の高い情報発信、「知る自由」の保障、「社

会の基本情報」の共有や多様な価値観に対する相互理解の促進といった放送コンテ

ンツの価値を放送同時配信等によりインターネット空間にも浸透させていくべき

である。 

 

（１）放送に準じた公共的な取組を行う放送同時配信等を後押しする方策 

放送事業者における放送コンテンツのインターネット配信については、各放送事

業者の経営判断によって行われるものであるが、自らの意思により、災害情報・地

域情報等の発信、視聴履歴の適切な取扱い等、誰もが安心して視聴できるという信

頼を寄せることができる放送に準じた公共的な取組を行う放送同時配信等につい

ては、視聴者利便の観点や法的観点も含め、その取組を後押しする方策を今後具体

的に検討していくべきである。その際、当該配信サービスは放送の補完であること

に留意し、コストや普及の実現性等を考慮し、公共性を求め過ぎることにより、サ

ービス普及自体に支障が生じないよう、輻輳や遅延等の発生による品質の低下等を

ある程度許容すべきである。 

特に、「誰もが目を通すメディア」（プラットフォーム）に放送コンテンツが提供

されることが重要である。災害時に「誰もが目を通すメディア」としてあり続ける

ためにも、当該プラットフォームにおいて平時から必要な情報が必要なときに得ら

れることや、地域性を考慮した地域情報等が提供されることが重要であり、当該プ

ラットフォームにおいて、操作性や利便性の観点から、例えば、普段からテレビで

放送コンテンツのインターネット配信を簡便に視聴できるようにすること、放送事

業者との連携による放送コンテンツの充実・強化、視聴者が一定の信頼性を有する

コンテンツをその他コンテンツと区別できる形での提供、事業機会を毀損する違法

投稿の監視・排除の厳格化など、公共的役割を担う放送コンテンツがより視聴され

                                                        
25 "BBC review to focus on impartiality and 'levelling up' job opportunities"(26 May 2022) 
26 "Plan to deliver a digital-first BBC"(26 May 2022) 
27 ＢＢＣが放送するほぼ全ての番組について、同時配信、見逃し配信により、オンラインで視聴できるサービス。

アーカイブのオンデマンド配信やオンライン独占配信も実施。 
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るための取組についても今後具体的に検討していくべきである28。ただし、プラッ

トフォームの活用方法についても、インターネット配信が各放送事業者の経営判断

によるものであることに留意して検討していくべきである。 

 

（２）ＮＨＫのインターネット配信の在り方 

ＮＨＫのインターネット配信については、インターネットを含めて情報空間が放

送以外にも広がる中においても、二元体制を情報空間全体で維持していくことが重

要であるとの認識の下、第一期社会実証において、インターネット空間におけるＮ

ＨＫの役割・意義についてインフォメーション・ヘルスの確保等の観点から一定の

評価が確認できたところ、今後行われる第二期以降の社会実証の結果も注視しつつ、

そのインターネット配信の在り方について引き続き検討していくべきである。その

際、ＮＨＫのインターネット配信は、二元体制の一翼を担う民間放送事業者にとっ

ても、技術的知見の共有等の観点で意義あるものであるべきという視点も必要であ

る。 

 

４．第４章小括 

  本章では、放送コンテンツのインターネット配信について、現状及び課題につい

てレビューを行った上で、今後の方向性を示した。 

インターネットを含めて情報空間が放送以外にも広がる中、国民の「知る自由」

を保障し、「社会の基本情報」の共有や多様な価値観に対する相互理解の促進といっ

た社会基盤としての役割を果たすことで、健全な民主主義の発達に貢献し、情報空

間全体におけるインフォメーション・ヘルスを確保する観点から、取材や編集に裏

打ちされた信頼性の高い情報発信、「知る自由」の保障、「社会の基本情報」の共有

や多様な価値観に対する相互理解の促進といった放送の価値を放送同時配信等に

よりインターネット空間にいかに浸透させることができるかが重要となる。 

こうした問題意識の下、放送事業者のインターネット配信については、各放送事

業者の経営判断により行われれるものであるが、自らの意思により、放送に準じた

公共的な取組を行う放送同時配信等について、その取組を後押しする方向で、視聴

者利便の観点や法的観点も含め、今後具体的に検討していくべきである。特に、「誰

もが目を通すメディア」（プラットフォーム）において公共的役割を担う放送コンテ

ンツがより視聴されるための取組について、インターネット配信が各放送事業者の

経営判断によるものであることに留意しつつ、今後具体的に検討していくべきであ

る。 

また、ＮＨＫのインターネット配信については、インターネットを含めて情報空

                                                        
28 放送分野の視聴データの活用とプライバシー保護の在り方に関する検討会（第７回）（2022年（令和４年）４月

25 日開催）資料７－２「配信サービスに対するガイドラインの適用に関する基本的考え方」においても、例とし

て、「老若男女の誰もが安心して視聴できるという信頼を寄せることができる配信サービスか、それ以外の配信サ

ービスか、視聴者にとって見分けが付くとともに、前者のサービスに容易にアクセスすることができるよう、前者

については、視聴者保護の観点から、例えば、普段からテレビで採用事業者のインターネット配信を簡便に視聴で

きるようにすること（例：TVer や NHK プラスが上乗せ規律に準じた準則を採用する場合に、その同時配信や見逃

し配信がすぐに起動するようにすること）などが考えられるのではないか。」と言及されている。 
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間が放送以外にも広がる中においても、二元体制を情報空間全体で維持していくこ

とが重要であるとの認識の下、今後行われる第二期以降の社会実証の結果も注視し

つつ、その在り方について引き続き検討していくべきである。 

 

 

図表４－９ 第４章「放送コンテンツのインターネット配信の在り方」の概要  
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第５章 デジタル時代における放送制度の在り方 

 

デジタル時代において、放送が引き続きその社会的役割に対する視聴者の期待に応

えていくためには、放送の持続的な維持・発展を可能とし、放送事業者が中長期的な

経営戦略を描くことのできる環境を整備することが重要である。 

このため、本章では、マスメディア集中排除原則の見直し及び複数の放送対象地域

における放送番組の同一化について提言する。また、第３章の方向性を踏まえ、「共同

利用型モデル」に対応した柔軟な参入制度等及び小規模中継局等のブロードバンド等

による代替に伴う制度的手当について提言する。加えて、第４章で述べたとおり、Ｎ

ＨＫのインターネット配信の在り方について今後検討を進めた上で、併せて検討して

いくべきものとしてその制度的位置付けを挙げている。 

 

１．マスメディア集中排除原則の見直し 

（１）現状 

マスメディア集中排除原則は、「基幹放送をすることができる機会をできるだけ

多くの者に対し確保することにより、基幹放送による表現の自由ができるだけ多

くの者によって享有されるようにする」（放送法第91条第２項第１号）ため、放送

の多元性・多様性・地域性の確保を目指すものである。 

一の基幹放送事業者が二以上の基幹放送を行うこと（兼営）のほか、基幹放送

事業者が「支配関係」を有する者を通じて二以上の基幹放送を行うこと（支配）

を原則として禁止している。 

 

○ 「支配関係」の基準29（地上基幹放送の場合） 

・議決権保有割合： 同一放送対象地域 1/10超、異なる放送対象地域 1/3超 

・役員兼任割合： 特定役員30の1/5超 

・代表権を有する特定役員又は常勤の特定役員の兼任 

○ 特例として、ラジオ４局特例、特定隣接地域特例、経営基盤強化計画認定制

度における役員兼任に係る特例、認定放送持株会社制度に係る特例等が設けら

れている。 

                                                        
29 支配関係の基準や特例は、基幹放送の業務に係る特定役員及び支配関係の定義並びに表現の自由享有基準の特

例に関する省令（平成 27年総務省令第 26号）において規定。 
30 地上基幹放送における特定役員とは、業務執行役員及び業務執行決定役員をいう（放送法第２条第 31号及び基

幹放送の業務に係る特定役員及び支配関係の定義並びに表現の自由享有基準の特例に関する省令第３条第１項）。 
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図表５－１ マスメディア集中排除原則の概要 

 

図表５－２ マスメディア集中排除原則の具体的規定の全体像（概要） 
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図表５－３ マスメディア集中排除原則における「支配関係」の定義 

 
図表５－４ 認定放送持株会社制度におけるマスメディア集中排除原則の特例 
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（２）課題 

マスメディア集中排除原則の政策目的は今なお重要であるが、インターネット

を含め情報空間が放送以外にも広がる現在においては、その政策目的と政策手段

の関係が必ずしも適合的とは言えなくなっている部分があると考えられる。経営

の選択肢を狭め、かえって多元性等を損なうことにもなり兼ねないといった部分

や、マスメディア集中排除原則の政策手段が、放送番組の多様性・地域性の確保

に必ずしもつながっていない部分もあると考えられる。 

経営基盤強化計画認定制度において役員兼任割合に係る特例が設けられている

が、議決権保有割合に係る特例が設けられていないほか、経営基盤強化計画の申

請・認定等の手続きが煩雑で使い勝手が必ずしもよくないという意見もある。 

また、事業者からは、認定放送持株会社制度に係る特例（傘下の地上基幹放送

事業者の地域制限は12都道府県まで）の適用状況が現状において上限に迫りつつ

あり、また、今後の地方経済の状況次第では、系列局の地元株主が株式を手放す

ことも想定され、資本政策上の課題となる等として、経営の選択肢を増やす観点

から、当該特例等の緩和が要望されている31。 

 

 

図表５－５ 経営基盤強化計画認定制度の概要 

                                                        
31 詳細は、本検討会第４回会合 資料４－３（株式会社フジ・メディア・ホールディングス提出資料）を参照。 
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図表５－６ 各認定放送持株会社の関係会社一覧 

 

（３）今後の方向性 

放送の多元性・多様性・地域性の確保を目指すマスメディア集中排除原則につ

いて、インターネットを含め情報空間が放送以外にも広がる中で、経営の選択肢

を増やす観点から見直しを図るべきである。 

   

 ①地上基幹放送関係 

   異なる放送対象地域について、特にローカル局の経営力の向上を図り、隣接県

に限らない経営の連携が可能とする観点から、次のア及びイを措置すべきである
32。なお、制度見直し後も総務省において、放送の多元性・多様性・地域性に与え

る影響について引き続き検証していくことが求められる。 

   ア 認定放送持株会社傘下の地上基幹放送事業者の地域制限の撤廃 

    ・認定放送持株会社制度が資本関係を通じたグループ経営を可能とするもの

である一方で、放送の多元性・多様性・地域性に与える影響を考慮し、傘

下の地上基幹放送事業者の地域制限（12都道府県まで）が設けられている

が、資本関係と自社制作番組比率との間に関連性が特に認められないなど、

大きな影響は見られていない。こうした制度の趣旨、これまでの運用状況

及び事業者ニーズを踏まえると、地域制限を維持する必要性は認められな

い。   

                                                        
32 ア及びイのいずれについても、議決権保有による支配関係のみならず、役員兼務による支配関係についても緩

和の効果が及ぶ。 
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   イ 地上基幹放送の異なる放送対象地域（認定放送持株会社制度によらない場

合）に係る規制の特例の創設 

    ・認定放送持株会社制度によらない場合でも経営の選択肢を増やす観点から、

一定の制限の範囲内において、地上テレビジョン放送について隣接・非隣

接に関わらず兼営・支配を可能とする特例を設けることが適当である。兼

営・支配を可能とする一定の数の制限については特定隣接地域特例を参考

とすることが考えられる。また併せて、ラジオ放送については、これまで

の運用状況及び事業者ニーズ33を踏まえ、現行のラジオ４局特例を見直し、

異なる放送対象地域について兼営・支配を可能とする数の制限を緩和する

ことが適当である。 

    ・なお、特定隣接地域特例については、現在、関東・中京・近畿の３つの広

域圏はその対象から除かれているが、広域圏も対象とすべきかどうかにつ

いては、広域圏の影響力にも留意しつつ、検討・措置すべきである。 

       

   他方、同一放送対象地域に係る支配関係の基準は、放送の多元性・多様性・地

域性に与える影響を考慮し、現時点では現状維持とすべきである。 

   ただし、同一放送対象地域内において、放送設備の共同調達や共同利用といっ

たハード設備を核とした連携など、ネットワーク系列を超えた地域内での連携も

考えられるところ、そうした連携を行う上で、マスメディア集中排除原則の緩和

により、資本関係等の強化を求める具体的なニーズがあるかどうか、引き続き注

視していくこととする。 

 

②衛星基幹放送関係 

   認定放送持株会社制度の特例として認められている衛星基幹放送（ＢＳ放送)

のトランスポンダ数の保有上限規制（0.5トランスポンダ）自体は、現時点におい

てはＢＳ放送に割り当てられる総トランスポンダ数に変更がないことに鑑みる

と、現状維持とすべきである。 

   ＢＳ放送に割り当てられる総トランスポンダ数が変わらない状況にあっても、

圧縮技術の高度化等により、同じ帯域の中により多くのチャンネルが収容できる

ようになり、画質の向上も図られるようになる。これにより、放送の多元性・多

様性が一層確保されると考えられる。 

   こうした点を踏まえ、個々の認定放送持株会社における衛星放送事業の経営の

選択肢や柔軟性を拡大する観点から、例えば、認定放送持株会社が衛星基幹放送

（ＢＳ放送）を追加的に１チャンネル保有することで一時的に上限（0.5トラン

スポンダ）を超える場合であっても、関係するチャンネルに高効率な圧縮方式を

新たに導入して周波数を有効に利用することにより、一定期間経過後に上限内に

収めることができる計画を有することが確認できれば、当該期間内においてそれ

を容認する特例措置をとることが適当である。 

                                                        

33 本検討会第９回会合 資料９－１（株式会社エフエム東京提出資料）を参照。 
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２．複数の放送対象地域における放送番組の同一化 

（１）現状 

放送対象地域は、「同一の放送番組の放送を同時に受信できることが相当と認め

られる一定の区域」（放送法第 91 条第２項第２号）であり、その地域の自然的、

経済的、社会的、文化的諸事情や周波数の効率的使用を考慮して基幹放送普及計

画（告示）において定めることとされている（放送法第 91条第３項）。 

基幹放送普及計画においては、例えば、地上テレビジョン放送について、放送

対象地域は広域放送（関東広域圏、中京広域圏、近畿広域圏）及び県域放送と定

められているほか、当該放送対象地域ごとに放送系（同一の放送番組の放送を同

時に行うことのできる基幹放送局の総体（放送法第 91 条第２項第３号））の数の

目標が定められている。 

 

図表５－７ 放送対象地域の概要 

 

（２）課題 

人口減少が進むほか、インターネットを含め情報空間が放送以外にも広がる現

在においては、県域を基本とする現在の放送対象地域は、必ずしも放送の地域性

の確保につながらない部分があると考えられる。 

現在の放送対象地域は、地域社会の実態に必ずしも合っておらず、地域情報の

発信という観点から障害になっている部分もあると考えられる。 

経営基盤強化計画認定制度では放送番組の同一化が可能であるが、経営リスク

が顕在化する前に積極的な経営戦略を描きたい場合に利用できない、経営基盤強
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化計画の申請・認定等の手続きが煩雑で使い勝手が必ずしもよくないといった意

見もある。 

また、事業者からは、メディア環境の変化や地方における人口減などにより、

今後、テレビ広告市場が想定以上に縮小していく懸念もぬぐい切れず、中小規模

のローカル局は固定的な経費の比率が高くコスト削減には限界があるため、経営

難が顕在化した場合に迅速な対応が可能となるよう、先行して経営の選択肢を増

やしておくことが望ましいとして、複数の放送対象地域における放送番組の同一

化が要望されている34。 

 

（３）今後の方向性 

「同一の放送番組の放送を同時に受信できることが相当と認められる一定の区

域」たる放送対象地域は県域を基本としているが、地域社会の実態等を踏まえつ

つ、経営の選択肢を増やす観点から、同一の放送番組の放送対象となる地域につ

いて柔軟化を図るべきである。 

具体的には、放送対象地域自体は現行から変更せず、希望する放送事業者にお

いて、複数の放送対象地域における放送番組の同一化が可能となる制度を設ける

べきである。放送番組の同一化を可能とする地域については、放送の多元性・多

様性・地域性に与える影響を考慮し、マスメディア集中排除原則における隣接の

概念を参考に、一定の制限を設けるべきである。 

なお、経営基盤強化計画認定制度においても放送番組の同一化が可能であるが、

当該制度は、事前の認定手続きに基づく国の一定の関与の下で様々な規制の特例

が適用されるものである。一方、今回の同一の放送番組の放送対象となる地域の

柔軟化については、放送を取り巻く大きな環境変化を踏まえ、事前の手続きなし

に戦略的に経営の選択を行うことを可能とするものと整理ができる。 

また、複数の放送対象地域における放送番組の同一化を行う放送事業者に対し

て、地域情報の発信を確保するための仕組を併せて措置すべきである。 

地域情報の発信を確保するための仕組としては、例えば、認定放送持株会社傘

下の放送事業者には地域向け自社制作番組確保の努力義務規定35が設けられてい

る。放送番組の同一化を行う放送事業者について、例えば、それぞれの放送対象

地域に係る地域情報の発信を確保するための努力を促すことや、地域情報発信に

係る取組の見える化のため、その計画や取組状況を当該放送事業者自らが公表す

る等の仕組を設けることが考えられる。その際、番組制作への注力という目的の

実現に向け、具体的な方法は放送事業者に委ねつつも、視聴者への説明責任が果

たされるようＰＤＣＡサイクルを確保することが重要である。このような地域情

報の発信を確保するための仕組について、引き続き、幅広い関係者の意見も参考

にしつつ検討していくこととする。 

                                                        
34 詳細は、本検討会第４回会合 資料４－４（株式会社テレビ朝日ホールディングス提出資料）を参照。 
35 放送法第 163条において、「認定放送持株会社の関係会社である基幹放送事業者（その基幹放送に係る放送対象

地域が全国である者を除く。）は、国内基幹放送の放送番組の編集に当たつては、その放送対象地域における多様

な放送番組に対する需要を満たすため、当該放送対象地域向けに自らが制作する放送番組を有するように努める

ものとする。」と規定されている。 



50 

 

 

３．「共同利用型モデル」に対応した柔軟な参入制度等 

第３章で述べたとおり、地上基幹放送については、放送法等の一部を改正する法

律（平成 22年法律第 65号）により、それまで認められていたハード・ソフト一致

に加え、ハード・ソフト分離も選択可能な制度が整備されている。しかし、現行制

度においては、１の放送系を構成する地上基幹放送局が複数のハード事業者（基幹

放送局提供事業者）等に分かれて保有・運用されることは想定されていない。 

従って、例えば、放送の業務が全体として円滑に実施されるよう設備の責任分界

点に係る措置等、現行制度化されているハード・ソフト分離の制度について何らか

の改正が必要か総務省において検討し、必要に応じて措置すべきである。 

また、難視聴解消等に係るＮＨＫの民間放送事業者への協力努力義務規定36が盛

り込まれた電波法及び放送法の一部を改正する法律（令和４年法律第 63 号）が成

立したことを受け、ミニサテライト局に係る共通的なコストについては、過去の経

緯37も踏まえ、ＮＨＫが受信料収入によって負担するスキームも検討すべきである。

受信料収入を活用する場合には、透明性を確保するとともに、受信料を負担してい

る視聴者に対する説明責任が果たされるべきである。 

 

４．小規模中継局等のブロードバンド等による代替に伴う制度的手当 

  小規模中継局等をブロードバンド等によって代替する場合、それが放送ではなく

通信であるときは、ＮＨＫのあまねく受信義務（放送法第 20条第５項38）及びあま

ねく受信努力義務（同法第 92条39）との関係で検討が必要となる。具体的には、こ

れら条文においては、「テレビジョン放送」又は「基幹放送」と規定されており、通

信は含まれていないため、新たに通信を含める等の制度的手当が必要になると考え

られる。 

また、代替手段が通信である場合には、ＮＨＫの受信契約に関する規定（同法第

64 条40）についても「協会の放送を受信することのできる受信設備」と規定されて

いることから、これを包含できるよう制度的手当が必要と考えられる。なお、本制

                                                        
36 放送法第 20 条第６項として、「協会は、第一項第一号又は第二号の業務を行うに当たつては、当該業務の円滑

な遂行に支障のない範囲内において、他の放送事業者が第四条第二項の責務にのつとり講ずる措置並びに他の特

定地上基幹放送事業者及び基幹放送局提供事業者（電波法の規定により衛星基幹放送の業務に用いられる基幹放

送局の免許を受けた者を除く。）が第九十二条の責務にのつとり講ずる措置の円滑な実施に必要な協力をするよう

努めなければならない。」が追加。 
37 アナログ放送が行われていた際には、ＮＨＫがミニサテライト局の共用設備に係る費用を負担していた経緯が

ある。 
38 放送法第 20 条第５項においては、「協会は、中波放送と超短波放送とのいずれか及びテレビジョン放送がそれ

ぞれあまねく全国において受信できるように措置をしなければならない。」と規定されている。 
39 放送法第 92 条においては、「特定地上基幹放送事業者及び基幹放送局提供事業者（電波法の規定により衛星基

幹放送の業務に用いられる基幹放送局の免許を受けた者を除く。）は、その基幹放送局を用いて行われる基幹放送

に係る放送対象地域において、当該基幹放送があまねく受信できるように努めるものとする。」と規定されている。 
40 放送法第 64 条第１項においては、「協会の放送を受信することのできる受信設備を設置した者は、協会とその

放送の受信についての契約をしなければならない。ただし、放送の受信を目的としない受信設備又はラジオ放送

（音声その他の音響を送る放送であつて、テレビジョン放送及び多重放送に該当しないものをいう。第百二十六

条第一項において同じ。）若しくは多重放送に限り受信することのできる受信設備のみを設置した者については、

この限りでない。」と規定されている。 
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度的手当は、「５．ＮＨＫにおけるインターネット活用業務の制度的位置付け」とは

異なるものであり、あくまで小規模中継局等をブロードバンド等によって代替する

場合のものである。従って、本制度的手当の適用範囲は限定的なものとなる。 

  作業チームにおいて、本取りまとめ以降、特定の地域を対象に住民の方々や地方

公共団体等の協力を得ながら配信を実験的に行うことにより、現実的な代替の可能

性についての検証・検討に取り組み、制度的手当についてはその結果を踏まえた上

で検討すべきである。 

 

５．ＮＨＫにおけるインターネット活用業務の制度的位置付け 

  ＮＨＫにおけるインターネット活用業務は、現在、放送法第 20条第２項41の規定

に基づく任意業務であり、放送の補完サービスとして実施されている。 

  第４章で述べたとおり、ＮＨＫにおけるインターネット配信については、どのよ

うな在り方が望ましいか、社会実証の結果も踏まえつつ、本取りまとめ以降、具体

的かつ包括的に検討を進めた上で、制度的措置についても併せて検討していくべき

である。 

 

６．第５章小括 

  本章では、デジタル時代において放送が引き続きその社会的役割に対する視聴者

の期待に応えていくためには、放送の持続的な維持・発展を可能とし、放送事業者

が中長期的な経営戦略を描くことのできる環境を整備することが重要であるとの

認識の下、第２章から第４章までの方向性を踏まえ、放送制度において講ずるべき

措置を示した。 

  総務省は、これらについて関係者の意見も聞きながら、具体的な検討を進め、可

能な限り速やかに措置すべきである。 

  

                                                        
41 「ＮＨＫプラス」等の一般利用向け提供は、放送法第 20条第２項第２号の規定に基づくもの（２号受信料財源

業務）。 
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図表５－８ 第５章「デジタル時代における放送制度の在り方」の概要① 

 

図表５－９ 第５章「デジタル時代における放送制度の在り方」の概要②  
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おわりに 

  

本取りまとめは、インターネットを含め情報空間が放送以外にも広がる中で、放送

が今後もその社会的役割に対する視聴者の期待に応えていくために、具体的にどのよ

うな取組を進めていくべきかという観点から、【論点１】デジタル時代における放送

の意義・役割、【論点２】放送ネットワークインフラの将来像、【論点３】放送コンテ

ンツのインターネット配信の在り方及び【論点４】デジタル時代における放送制度の

在り方の４つの論点に分けて提言したものである。 

 

 インターネット動画配信サービスの伸長等の放送を取り巻く環境の変化について

は、これまでも累次にわたって指摘されてきたところであるが、放送に関わる主体が、

インターネットを含むデジタル技術を取り込み、新たな「放送」の在り方をデザイン

していくことは、いよいよ避けて通ることができない状況になっている。 

「共同利用型モデル」におけるハード事業者の設立、マスター設備の集約化・ＩＰ

化・クラウド化、小規模中継局等のブロードバンド等による代替、複数の放送対象地

域における放送番組の同一化、ＮＨＫにおけるインターネット配信の在り方等の具体

的な提言は、これまでにない大胆なものとして受け止められるかもしれない。 

しかしながら、好むと好まざるとに関わらず、インターネットと向きあいながら、

自身のドメイン（活動領域）を再定義し、自らの進むべき方向を模索していくことは

不可欠と考えられる。 

なお、検討の過程では、いくつかの地域のローカル局との意見交換等も行った42。

在京キー局のみならず、ローカル局を含め、当事者である放送事業者の声を聞くこと

は、放送の将来像や放送制度の在り方を検討する上で重要であり、今後も多くの意見

が届けられることが期待される。 

 

 さて、本取りまとめに至るまでには十分に検討することができず、今後も検討を重

ねていく必要のある課題が一部ある。具体的には、【論点２】放送ネットワークインフ

ラの将来像のうち、「共同利用型モデル」の実現に向けた関係者間での具体的な検討・

協議及び小規模中継局等のブロードバンド等による代替についての引き続きの検討、

並びに【論点３】放送コンテンツのインターネット配信の在り方のうち、自らの意思

により公共的な取組を行う放送同時配信等についてその取組を後押しする方策（特に、

「誰もが目を通すメディア」（プラットフォーム）において公共的役割を担う放送コ

ンテンツがより視聴されるための取組）及びＮＨＫのインターネット配信の在り方で

ある。これらの課題については、本取りまとめ以降も引き続き、本検討会において検

討を進めることとする。  

                                                        
42 2022年（令和４年）３月９日には三友座長が愛媛県を、３月 19日には金子総務大臣及び三友座長が長野県を訪

問して該当県内の各放送事業者と意見交換を行ったほか、北海道の各放送事業者及びマルチスクリーン型放送研

究会放送局有志から意見が寄せられた（詳細は参考資料を参照）。 
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序章 検討の経緯 

ブロードバンドインフラの普及やスマートフォン等の端末の多様化等を背景に、デジタ

ル化が社会全体で急速に進展する中、放送の将来像や放送制度の在り方について、中長期

的な視点から検討を行うため、総務省において、令和３年11月から「デジタル時代におけ

る放送制度の在り方に関する検討会」（座長：三友仁志・早稲田大学大学院アジア太平洋

研究科教授）が開催されてきた。その中で、論点２「放送ネットワークインフラの将来像」

については、「人口減少や視聴スタイルの変化等、放送を巡る環境が急速に変化する中に

おいて、良質な放送コンテンツを全国の視聴者に届けるため、放送事業者の放送ネットワ

ークインフラに係るコスト負担を軽減し、コンテンツ制作に注力できる環境を整備してい

くべきである。」（令和４年３月31日「放送の将来像と制度の在り方に関する論点整理」）

とした上で、コスト負担軽減のための具体的方策のひとつとして、ブロードバンド等によ

る代替可能性について検討していくべきとされている。 

同検討会において、地上テレビジョン放送の放送ネットワークインフラの中でも小規模

中継局やミニサテライト局（以下「ミニサテ局」という。）、共聴施設（以下「小規模中継

局等」という。）について、親局や大規模な中継局に比べてカバーする世帯数が少ないに

もかかわらず、その維持に要する世帯あたりの費用が大きいことが日本放送協会（NHK）

から示された1。すなわち、小規模中継局等の世帯カバー率は全体の６％程度であるが、こ

れらの年間維持経費は約110億円と地上テレビジョン放送設備の年間維持経費の約５割を

占めている現状にある。 

一方で、全国各地域でブロードバンドインフラの普及が進みつつあることを踏まえ、同

検討会において従来の放送波による伝送と、ケーブルテレビや光ファイバ等のブロードバ

ンド（以下「ブロードバンド等」という。）による伝送の２つの方法について、両者の提供

エリアの突き合わせやコスト比較等の具体的な作業を行いつつ、ブロードバンド等による

代替可能性について検討していくべきとの方向性が示されたことを受け、同検討会の下に、

「小規模中継局等のブロードバンド等による代替に関する作業チーム」（以下「本作業チ

ーム」という。）が設けられた。 

本作業チームは、主査の伊東晋・東京理科大学名誉教授をはじめとする有識者のほか、

（一社）日本民間放送連盟、（一社）日本ケーブルテレビ連盟、日本放送協会（NHK）、民間

放送事業者、電気通信事業者で構成され、令和４年２月から６月にかけて６回の会合を開

催して、小規模中継局等のカバーエリアにおける代替手段の利用可能性や品質・機能など

について集中的に議論を行い、今般、その結果を取りまとめたところである。 

  

                                                        
1 「デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会（第２回）」日本放送協会説明資料P48参照。
なお、本作業チーム（第３回）会合では、（一社）日本民間放送連盟（民放連）からも、全国の民放127
社の小規模中継局等について、世帯カバー率が極めて小さい（３％弱）にもかかわらず、年間維持費の
負担が大きい（約80億円）ことが示された。 
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第１章 小規模中継局等のカバーエリアにおける放送の代替手段の利用可能性 

１．１ 検討対象となる放送ネットワークインフラ 

我が国では、「放送が国民に最大限に普及されて、その効用をもたらすことを保障する」

ことを目的の一つ（放送法（昭和25年法律第132号）第１条第１号）とし、全国津々浦々に

至るまであまねく放送を受信できるようにするため、NHKに対して、全国におけるテレビ

ジョン放送等のあまねく受信義務（同法第20条第５項）を課し、また、民間放送事業者等

に対して、各放送対象地域におけるあまねく受信努力義務（同法第92条）を課しており、

これらにのっとり、地上テレビジョン放送事業者は、全国において放送インフラネットワ

ークを整備し、テレビジョン放送等をあまねく受信できるようにする責務を果たしている。 

各地上テレビジョン放送事業者が編成したテレビ番組は、まずは親局から放送され、親

局から放送を直接受信することができない地域については、親局から放送されたテレビ番

組を中継するための中継局を設置して伝送している。その際、複数の地上テレビジョン放

送事業者等の間で中継局の設備の一部を共用して運用し、各放送事業者等が負担する設置

費用や運用費用の削減等に取り組む場合が少なくない。 

しかしながら、前述のとおり、放送ネットワークインフラの中でも出力が比較的小さな

小規模中継局等については、世帯カバー率が小さいにもかかわらず、その維持に要する費

用が大きく、中継局が設置されていない地域には、採算性が低く、電波によるサービスが

非効率であることから、NHK共聴などの辺地共聴施設により視聴している地域も含まれて

いる。また、地上デジタルテレビジョン放送への移行当時に設置された中継局は、今後、

更改の時期を迎えることから、複数の地上テレビジョン放送事業者等が共同して設置して

いる中継局についても、資金力に乏しい地上テレビジョン放送事業者等は、撤退せざるを

得なくなり、前述の責務を十分に果たせなくなるおそれがある。 

以上を踏まえると、地上テレビジョン放送事業者による放送ネットワークインフラに係

るコスト負担を軽減する方法を検討する観点から、ブロードバンド等による代替可能性を

検討する代替元のネットワークとしては、ミニサテ局及び共聴施設のほか、必要に応じて

一部の小規模中継局が主に想定される（図表１－１）。 
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図表１－１ 代替元として検討対象となる放送ネットワークインフラの範囲2 

１．２ ブロードバンド等による代替の選択肢となりうるネットワーク 

地上テレビジョン放送のテレビ番組は、基幹放送局から送信されるもののほか、基幹放

送局から送信される放送を再放送するネットワークから送信されるものがある。受信方法

別にみると、基幹放送局から送信されるものを直接受信する方法が約54％、それ以外の方

法、すなわち基幹放送局から送信される放送を再放送するネットワークから送信される方

法が約46％の割合で選択されている。 

基幹放送局から送信される放送を再放送するネットワークから送信される方法には、ケ

ーブルテレビによるもの、ブロードバンドネットワーク（IPマルチキャスト方式）による

もの及び共聴施設によるものがある。このうち共聴施設によるものは、一般的に、受信者

が共同して、受信者の居住地域の近隣で直接受信を行い、当該直接受信した放送を自営の

ネットワークに再放送する方法であり、再放送する主体と受信する主体が異なる方法は、

ケーブルテレビによるもの及びブロードバンドネットワーク（IPマルチキャスト方式）に

よるものである。 

                                                        
2 この図に記載の各基幹放送局の分類は、次のとおりである。 

○親局：放送対象地域ごとの放送系のうち最も中心的な機能を果たす基幹放送局であって、基幹放送用周

波数使用計画の表（注：第５表）に掲げる親局（放送法施行規則（昭和25年電波監理委員会規則第10号）

第103条第１号）。 

○プラン局：親局以外の基幹放送局のうち、基幹放送用周波数使用計画の表（注：第５表）に掲げる中継

局（放送法施行規則第103条第２号）。 

○その他の中継局：親局及びプラン局以外の基幹放送局（放送法施行規則第103条第３号）。「空中線電力

が小さく、又はその周波数の使用状況からみてあらかじめ特定の周波数を定めておくことが適当でな

い次に掲げる中継局」として、「テレビジョン放送（地上系）を行う３Ｗ以下の中継局」が規定（基幹

放送用周波数使用計画 第１総則４（５））。 

○ミニサテライト局：「その他の中継局」のうち、空中線電力0.05W以下のもの（無線設備規則第14条第２

項及び別表第１号注21ただし書の規定に基づく総務大臣が別に告示する地上基幹放送局の送信設備及

びその技術的条件）。 
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図表１－２ 地上テレビジョン放送の受信方法の内訳（2020年度）3 

 

ケーブルテレビによるものは、ケーブルテレビネットワークによるものとブロードバン

ドネットワーク（RF（Radio Frequency）方式）によるものがある。 

ケーブルテレビネットワークとは、有線放送を行うために設置したネットワークをいい、

当該ネットワークにおける受信は、居住地域のケーブルテレビ事業者により提供される放

送サービスに加入することにより行うことができる。伝送方式は、一般的にRF方式であり、

ケーブルテレビ事業者が地上テレビジョン放送を直接受信した上で、その放送を再放送す

るヘッドエンドを各ケーブルテレビ事業者が設置したケーブルテレビネットワークに直

接接続する形態を基本とし、受信者の建物まで伝送している。これにより、一般的に、地

上テレビジョン放送については、ケーブルテレビ事業者が設置したヘッドエンドの属する

放送対象地域において放送される全ての番組を受信することができる。 

ケーブルテレビネットワークを通じて行われる送信は放送法上の「放送」と位置づけら

れ、これによる地上テレビジョン放送の再放送の品質・機能は強制規格等によって基幹放

送局から送信される場合のものと同等であることが担保されている。 

ブロードバンドネットワークとは、ブロードバンドを提供するために設置したネットワ

ークをいい、当該ネットワークにおける受信は、居住地域の電気通信事業者が提供するブ

ロードバンドサービスに加入した上で、当該ブロードバンドを用いて提供される放送サー

ビスに加入することにより行うことができる。伝送方式には、RF方式とIPマルチキャスト

                                                        
3 「第9回 NHK受信実態調査」を基に総務省が作成。 
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方式がある。 

RF方式の場合、放送事業者が地上テレビジョン放送を直接受信した上で、その放送を再

放送するヘッドエンドを電気通信事業者のブロードバンドネットワークに直接接続する

形態を基本とし、アクセス回線において光多重を行い、放送用の波長を用いて受信者の建

物まで伝送している。これにより、一般的に、地上テレビジョン放送については、放送事

業者が設置したヘッドエンドの属する放送対象地域において放送される全ての番組を受

信することができる。 

IPマルチキャスト方式の場合も同様に、放送事業者が地上テレビジョン放送を直接受信

した上で、その放送を再放送する配信サーバーを電気通信事業者のブロードバンドネット

ワークに直接接続する形態を基本とし、ブロードバンドネットワーク内において通信用の

伝送路を用いてIPマルチキャストにより受信者の建物まで伝送している。これにより、一

般的に、地上テレビジョン放送については、放送事業者が設置した配信サーバーの属する

放送対象地域において放送される全ての番組を受信することができる。 

これらのブロードバンドネットワーク（RF方式及びIPマルチキャスト方式）を通じて行

われる送信も、放送法上の「放送」と位置づけられ、これによる地上テレビジョン放送の

再放送の品質・機能は、強制規格等によって基幹放送局から送信される場合のものと同等

であることが担保されている。 

このほか、地上テレビジョン放送のテレビ番組については、その一部がブロードバンド

ネットワーク（IPユニキャスト方式）によって送信されており、当該ネットワークにおけ

る受信は、居住地域の電気通信事業者が提供するブロードバンドサービスに加入した上で、

インターネットを経由して行うことができる。この方法による伝送は、配信サーバーをイ

ンターネット上に接続し、インターネット上に構成されたCDN（Content Delivery Network）

を用いて行われている。2020年４月からNHKにより、2021年10月からTVerにより4、地上テ

レビジョン放送のテレビ番組の同時配信を行う取組も開始されている。この同時配信によ

ると、パソコン、スマートフォン、タブレット等のデバイスに対し、専用アプリを用いて、

直接受信の場合と比較して約30秒程度の遅延で、一般的に解像度等の品質が低下したテレ

ビ番組を視聴することができる。 

このブロードバンドネットワーク（IPユニキャスト方式）を通じて行われる同時配信は

放送法上の「放送」ではなく「通信」として位置づけられ、品質・機能について特段のル

ールは存在していない。 

このように、基幹放送局からの送信以外に、ブロードバンド等によるテレビ番組の伝送

が行われているところ、放送事業者が将来にわたって持続可能な放送ネットワークを考え

る際に、基幹放送局からの送信よりもブロードバンド等によるテレビ番組の伝送の方が経

済合理性の面で有効であるならば、放送ネットワークインフラに係るコスト負担を軽減す

る観点から、ブロードバンド等による伝送を放送の代替手段とすることも視野に入れて検

討すべきである。 

                                                        
4 日本テレビ放送網株式会社が編成した放送番組について同時配信を開始した。2022年４月からは、他の

在京キー局４社が編成した放送番組についても同時配信を開始した。 
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図表１－３ 代替候補として考えられるネットワーク 

 

１．３ IPユニキャスト方式の利用可能性の検討の必要性 

地上テレビジョン放送事業者が、ブロードバンド等による伝送を放送の代替手段として

検討するに当たっては、代替を検討しようとする小規模中継局等がカバーする世帯数や地

理的特徴、通信設備の状況、ブロードバンド等による伝送の方法を採用した場合の条件な

どを勘案して、小規模中継局等を更改することを含め、複数あるブロードバンド等による

伝送の方法の選択肢の中から経営上最適な代替策を検討・判断することが求められる。 

しかしながら、代替候補となりうる方法のうち、ケーブルテレビネットワーク及びブロ

ードバンドネットワーク（RF方式及びIPマルチキャスト方式）によるものは、放送として

既に広く提供されていること、品質・機能が強制規格等によって基幹放送局から送信され

る場合のものと同等であることが担保されていることから、これを採用した場合の条件は

比較的容易に検討・判断できるものと考えられるが、ブロードバンドネットワーク（IPユ

ニキャスト方式）によるものは、技術的には実現可能であると考えられる一方で、地上テ

レビジョン放送のテレビ番組を常時同時配信する形態で提供されていないこと、放送では

なく通信であって品質・機能について特段のルールが存在しないことから、導入し、維持

していくコストや品質・機能が明らかでなく、地上テレビジョン放送事業者にとって代替

手段としての検討・判断材料が乏しい状況である。 

こうした中で、近年ブロードバンドの整備地域が急速に進展し、今後政府として2027年

度末までに99.90％の整備を目指していることを踏まえると、ブロードバンドネットワー

クを最大限に有効活用しつつ、放送事業者による代替手段の選択の幅を増やして、地域の

多様な特性・ニーズにより細やかに対応していく環境を整備していくことが望ましい。そ

のため、本作業チームにおいては、代替候補となりうる方法のうち、検討・判断材料が乏

しいブロードバンドネットワーク（IPユニキャスト方式）について、小規模中継局等のカ
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バーエリアにおける代替手段としての利用可能性について検討を行うこととした。 

ところで、IPユニキャスト方式で代替する場合には、サーバー上のコンテンツを①イン

ターネット経由で配信する方式と、②特定の電気通信事業者のブロードバンド網に直接接

続して閉域網経由で配信する方式とが考えられる。 

このうち、①の方式による場合は、ブロードバンドサービスに未加入の世帯にとっては、

アクセスサービスとしてブロードバンドサービスに加入するとともに、インターネットサ

ービスプロバイダ（ISP）の提供するインターネット接続サービスに加入する必要が生じ

ることがある。また、インターネット経由となるため、コンテンツの通信品質は、ベスト

エフォートとなる。その一方で、サービスを提供する側からすれば、コンテンツをインタ

ーネット上に置くことで各世帯からアクセス可能となるため、少数世帯での提供に向いて

おり比較的早期に立ち上げ可能であり、サービスを利用する側からすれば、アクセス事業

者の制限がなく、インターネットもあわせて利用可能となるといったメリットもある。 

これに対して、②の方式による場合は、特定の電気通信事業者のネットワーク経由での

提供となるためコンテンツ配信の品質管理が比較的容易であると考えられる。また、比較

的多くの世帯への提供に向いているものの、その一方で、多くの電気通信事業者のネット

ワークにサーバーを設置する必要があり、導入に当たって時間を要するほか初期費用が比

較的高くなると見込まれる。サービスを利用する側からは、ブロードバンドサービスに加

入すればコンテンツ配信サービスの提供を受けることはできるが、アクセス事業者に制約

が生じるほか、インターネットも利用したい場合は、別途、ISPの提供するインターネッ

ト接続サービスに加入する必要が生じることがある。 

このように、①と②の方式にはそれぞれメリットや留意点が存在するところであるが、

今回の検討の目的が、小規模中継局やミニサテ局などがカバーする範囲での放送の代替と

して、ミニサテ局等の設備更新の時期となることが見込まれる３～４年後という比較的近

い将来を念頭に、特定の限られた地域においてIPユニキャスト方式による配信サービスを

提供することを想定した場合の利用可能性を検討することにあることを踏まえれば、まず

は、早期に立ち上げ可能で少数世帯での提供に向いている①の方式に焦点を当てて検討す

ることが適当と考えられることから、本作業チームでは、専らインターネットを経由して

IPユニキャスト方式（以下単に「IPユニキャスト方式」という。）で代替する場合を念頭に

検討を行った。（図表１－３） 

また、検討の前提とするブロードバンドネットワークについては、加入者系光ファイバ

（FTTH）等の有線系のほか、５Ｇを活用することも考えられるが、小規模中継局等の更新

時期が2026年頃に見込まれていることを踏まえ、全国各地域で実装が進むのはFTTH等の有

線系と比べると先になると見込まれることから、作業チームにおいては、有線系によるも

のを前提とした。もっとも、今後、５Ｇの地域での実装が進み、更に技術普及や商品化状

況により５Ｇに係る設備費用の低廉化等が実現すれば、地上テレビジョン放送事業者が代

替を検討する際の選択肢の一つとなると考えられる5。 

                                                        
5 ５Ｇネットワークで全国の小規模中継局・ミニサテ局を代替した場合にどの程度の費用が生じうるかに

ついて、総務省の「地上放送インフラのあり方に関する調査研究」においてマクロの推計を行っており、
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図表１－４ FTTHを用いたブロードバンド代替の構成方法と展開のあり方 

  

                                                        

同調査研究においても、５Ｇに係る設備費用の低廉化等による代替可能性に言及されている。 
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第２章 IPユニキャスト方式で代替する場合の利用可能性の検討 

IPユニキャスト方式で代替する場合の利用可能性の検討は、地上テレビジョン放送事業

者による検討・判断に資するよう、当該方式の経済合理性に着目して、当該方式がどのよ

うに評価できるのかという視点から行う。 

２．１ 検討に当たっての考え方 

（１）IPユニキャスト方式で代替する場合の利用可能性の検討に際して前提とする品質・機能要件 

放送は、言論報道機関として世論形成及び我が国の固有文化の創造に大きな社会的影響

力を有しており、多様な情報を国民・視聴者に提供する点で現代社会において特別な役割

を担っている。具体的には、災害情報や地域住民の生活に必要不可欠な情報提供や、多様

化する国民・視聴者のニーズに応じた豊かで良質な放送番組の提供などである。 

そのため、基幹放送及び一般放送の適正な品質を確保することを目的として、放送番組

を構成する映像・音声等が一定水準の送信品質を満たし、低廉かつ安定的な受信環境が確

保されるよう、放送法第111条及び第136条において、品質基準が規定されている。品質基

準に関し、基幹放送については、標準テレビジョン放送等のうちデジタル放送に関する送

信の標準方式（平成23年総務省令第87号）等、有線放送については、有線一般放送の品質

に関する技術基準を定める省令（平成23年総務省令第95号）等といった技術基準が強制規

格として定められている。 

加えて、これらの放送については、詳細な仕様を共通化する等のために民間団体等が任

意規格を定めているほか、更にブロードバンドネットワーク（IPマルチキャスト）による

地上テレビジョン放送の再放送については、基幹放送局から送信されるテレビ番組との同

一性を確保する観点から、地上テレビジョン放送事業者とNHKが共同で設立した地上デジ

タル放送補完放送審査会により、再放送の申し込みを受けた地上基幹放送事業者が再放送

同意を判断する際に参考とする審査ガイドラインが定められている。 

他方、IPユニキャスト方式については、放送ではなく通信であり統一的な規格が存在し

ないこと、放送の代替手段となり得る既存サービスが存在しないことから、経済合理性に

着目して当該方式の評価を行うに当たっては、その前提となる品質・機能要件を新たに検

討する必要がある。しかしながら、当該方式を基幹放送の代替として位置づける際に適用

されるべき品質・機能要件の検討には、受信者の理解、技術的仕組みや制約、費用とのバ

ランス等を考慮しつつ、慎重な議論を要し、十分な時間が必要である。 

そのため、本作業チームにおけるIPユニキャスト方式による利用可能性の検討において

は、その品質・機能は、当該放送を基幹放送の代替として位置づける際に適用されるべき

ものとしてではなく、既存の放送の方式（地上基幹放送局からの送信、有線放送による伝

送）の品質・機能要件のほか、既存の動画配信サービスにおける実際の品質・機能も踏ま

えて、技術的仕組みや制約、費用に大きく影響を及ぼす品質・機能の項目について視聴体
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験の程度が大きく変わることのないように仮置きすることとした6。 

さらに、当該仮置きをした品質・機能を元に費用を算出するに当たり、現時点でこれら

を確保するための費用が明確ではない等の一定の項目については、異なる内容の品質・機

能を前提とした。 

こうした考え方の下で最終的に利用可能性の検討の前提としたIPユニキャスト方式の

品質・機能の主な内容は、次のとおりである7（図表２－１参照）。 

① 配信する設備・ネットワークの要件 

・ 対応デバイスについてはスマートテレビとし、これに適したアプリを作成すること

を要件とした。なお、既存のテレビ視聴環境を考慮すると専用のSTBが必要となること

が想定されるが、検討期間の制約、様々なアプリの構成が考えられること等からSTBの

検討は行わなかった。 

・ 通信容量について、ベストエフォート環境の下、6.0Mbps（1080p）を目指しつつ、

視聴体験を確保する意味で有効に機能するメリットを持つABRを実装することとした。 

・ 遅延時間は30秒程度とすることを要件とした。なお、緊急警報信号について、緊急

信号に伴う通知を何らかの方法で行うことを考慮することとしたが、低遅延プッシュ

型配信（MTE8対応等）の実装方法とそれに伴う実現可能な性能については、検討時間

の制約から仮置きの品質・機能の中で検討・規定することができなかった。 

② 配信される映像・音声の要件 

・ 映像フォーマットについては、一般的に採用されているABR機能を採用し、有効走査

線数に関しては1080本から180本までとし、視聴環境に応じて可変とした。 

・ 放送の代替であることを踏まえ、視聴体験の程度が大きく変わらないよう、いわゆ

る「フタかぶせ」は行わないことを要件とした。 

・ 字幕は放送用字幕を変換して配信することを要件とした。 

③ 配信に当たっての制約等の要件 

・ サービス提供区域について、ブロードバンド等による代替が特定の限られた地域に

おける放送の代替手段とすることを想定すれば、サービス提供区域又は対象者を限定

することを考慮することとした。制御の実装方式（IDを用いた視聴制御など）とあわ

せて実現可能な制御の粒度（同時視聴数や配信先の制御）等についても検討する必要

があるが、その実現方法等は検討期間の制約から仮置きの品質・機能の中で規定する

ことができなかった。 

・ 視聴履歴を含む視聴データについては、放送受信者等の個人情報保護に関するガイ

                                                        
6 仮置きした品質・機能要件の詳細については、参考資料１の「仮置きする項目・内容の考え方」欄に記

載している。 
7 本文に掲げたもののほか、検討の前提とした品質・機能要件の詳細については、参考資料１の「（１）

検討」欄に記載している。 
8 Media Timed Eventsの略。動画のシーンに応じて付与できるイベント情報のことをいう。 
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ドラインや電気通信事業分野の個人情報保護に関するガイドラインの遵守のための

措置を必要とすることが考えられるが、検討期間の制約から視聴データ管理の内容等

の詳細は仮置きの品質・機能の中で規定することができなかった。 

④ 付加的機能その他の条件 

・ 同時視聴について、世帯当たりの対応可能画面数は制限せず、平均同時視聴可能数

を世帯当たりの平均テレビ設置数（約２台）を要件とした。 

・ 録画については、それを可能とする又は１週間の見直し配信で補完することを要件

とすることが考えられるが、録画・見逃し配信・ダウンロードなどの各種機能を実現

するための検討項目が多岐にわたるため、検討期間の制約から仮置きの品質・機能の

中で規定することができなかった。 

・ 耐震・停電対策は、既存の放送事業、電気通信事業での基準に準拠することを前提

とすることとした。なお、具体的な放送アプリケーションのシステムやCDNについて

は、クラウドサービス等の利用が想定されるが、具体的な検討はしていない。 

⑤ インターネット配信特有の品質・機能要件 

・ CDNを利用することとしたが、その詳細な仕様等は検討期間の制約から仮置きの品

質・機能の中で規定することができなかった。 

・ オリジンサーバーは、クラウドサービスを利用して設置され、CDNサービスと連携す

ることを前提として、CDNサービスからの負荷を踏まえて最適化されたサーバーを二

重化することを要件とした。 

 

図表２－１ ブロードバンド等によるテレビ番組の提供に係る主な品質・機能等の比較 

（２）想定するシステム構成と費用の構造 

現在、小規模中継局やミニサテ局といった放送設備や辺地共聴施設により提供される放

送を受信している世帯について、ブロードバンドで代替する場合の一般的なシステム構成
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を想定して、①放送アプリケーションと②通信に分け、さらに、②通信をⅰ）インターネ

ット網（ISP網）とⅱ）ブロードバンド網（BB網）とに分けて検討することとし、これに対

応する形で費用の構造を捉えることとした（図表２－２）。 

なお、本作業チームの目的は、ブロードバンド等による代替の利用可能性を検討するこ

とであり、具体的なビジネスモデルを提示することではないことを踏まえ、利用可能性の

検討のために実施する経済効果の算出に必要な「費用」を検討するにとどめ、その「費用」

を誰がどのように負担するかというビジネスモデルの観点からの検討は行っていない。 

 

図表２－２ 想定するシステム構成とブロードバンド代替後に発生する費用の構造 

① 放送アプリケーションのシステム構成と費用の構造 

「放送アプリケーション」の構成要素は、ａ）地上テレビジョン放送事業者の設備

（運行装置（マスター）、番組情報システム、番組制作設備、リアルタイムエンコーダ

（ENC））、ｂ）そこからインターネット経由で配信する場合に必要な配信設備（オリジ

ンサーバー、番組表管理システム、CDN等）、ｃ）配信先の端末（スマートテレビ）で

動作可能なアプリケーションなどを想定した（図表２－３）。 

その上で、「放送アプリケーション」の費用構造は、各地上テレビジョン放送事業者

において生じるものとして、ａ）地上テレビジョン放送事業者の既存システム、ENCの

改造・構築や、ｂ）オリジンサーバー、番組表管理システム、CDN等のための初期費用

及び運用費用を、地上テレビジョン放送事業者に共通して生じるものであって按分可

能なものとして、ｃ）スマートテレビ向けアプリの開発・保守のための初期費用及び

運用費用などが想定されると考えた（図表２－４）。  
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図表２－３ 想定する放送アプリケーションのシステム構成 

 
図表２－４ 想定する放送アプリケーションの主な構成要素 
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② 通信のシステム構成と費用の構造 

「通信」の構成要素は、ⅰ）ISP網のほか、ⅱ）BB網を構成するものとして、ゲート

ウェイ装置、中継ネットワーク、収容局、アクセスネットワーク設備（FTTH）を想定

した。 

（ⅰ）ISP網への接続に要する費用 

ISP網への接続に要する費用としては、α）新規ユーザをISP網に接続するための

工事費等の初期費用とβ）インターネット接続費用といった運用費用（月額費用）

が想定される。 

このうちα）については、アクセス回線に関する初期費用と組み合わせられてい

ることがあり、一般的には不可分で、金額としても小さいことが予想されるため、

本作業チームの検討においては考慮しないこととした。 

また、β）について、一般的にはアクセス回線の費用が含まれている場合があり、

アクセス回線の費用は後述の（ⅱ）BB網への接続に要する費用項目の一つに当たる

ため、ここでは、狭義のインターネット接続費用として、ISP網自身やISP網のイン

ターネット接続などをユーザが利用できるように維持するための費用に限定して、

月額料金がブロードバンドサービス未加入世帯に新たに生じるものと仮定して検討

を行った（図表２－５）。 

 

図表２－５ 想定するインターネット接続の費用構造 
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（ⅱ）BB網への接続に要する費用（図表２－６） 

α）光化がまだなされていない地域 

【BB網の整備に関する費用】 

① 設計費用、②構築費用：共通費用（視聴者数によらず一定に発生する費用） 

③ アクセス区間（ファイバ網等）費用：受信世帯毎費用 

④ 所内設備費用：エリア毎費用 

【ブロードバンド接続の提供に要する費用】 

⑤ 開通工事費：受信世帯毎費用 

⑥ ブロードバンド接続サービス提供料：受信世帯毎費用 

β）光化が済んでいる地域 

【ブロードバンド接続の提供に要する費用】 

⑤ 開通工事費：受信世帯毎費用 

⑥ ブロードバンド接続サービス提供料：受信世帯毎費用 

なお、【BB網の整備に関する費用】は、ブロードバンド等による代替に際して既

存のブロードバンド網等に対する改修等に伴う費用が生じる場合を除き、生じな

いと整理した。 

α）β）共通 

⑦ ブロードバンド等による代替によって生じるトラヒック増に伴い、ゲートウェ

イ装置や中継区間の増強等で発生する費用：受信世帯毎費用 

 

 

図表２－６ ブロードバンド網への接続に要する費用の構造 
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（３）ブロードバンド等による代替に伴うコスト比較 

（２）で述べたシステム構成と費用の構造を前提として、ブロードバンド等による代替

の利用可能性を検討するに当たり、本作業チームでは、ブロードバンド等による代替に伴

うコストを比較することで、もっぱら経済合理性を検証することとした。 

そのため、ブロードバンド等による代替を導入することによって削減が見込まれる費用、

すなわち、小規模中継局等の更改・維持管理に要する費用を「現行費用」とし、ブロード

バンド等による代替を導入することによって追加的に発生する費用、すなわち、ブロード

バンド等による代替を構成するために必要な各種費用を「ブロードバンド等による代替費

用」として、両者を比較することとした。 

また、具体的な費用の算出に当たっては、NHK及びNTT東日本・西日本からコストに関す

る情報提供を受けて検討を進めたが、公正競争の確保に留意する観点からも、IPユニキャ

スト方式による代替手段の検討が特定の地上テレビジョン放送事業者・電気通信事業者だ

けで行われることにならないよう、後述するように、検討の成果を関係する事業者が広く

共有・活用できるようにした。 

① 現行費用 

今回の検討では、NHKの協力を得て、設備更新サイクルを15年(2025～2040年)として、

ブロードバンド等による代替候補エリアに存在する小規模中継局等ごとの設備更改コ

スト・維持管理費を洗い出した。 

なお、小規模中継局とミニサテ局については、地上デジタル放送以外のFM等と電源

設備等を共用しているケースもあるが、実態から限定的な特殊ケースと想定されるた

め、当該共用がない前提で地上デジタル放送分としてコストを算出した。 

また、辺地共聴施設の「現行費用」はNHK共聴と組合による自主共聴の双方が想定さ

れるが、NHKの協力が得られるNHK共聴分のみで検討を行った。その際、光化改修等の

設備更新の予定がある場合はそれも費用として組み込んだ。 

② ブロードバンド等による代替費用 

次に、「ブロードバンド等による代替費用」のうち「放送アプリケーション」分（（２）

①）については、先述のとおり、ENCやオリジンサーバー、CDN等の構築・改修のため

の初期・運用費用が見込まれるが、地上テレビジョン放送事業者単独で検討可能な部

分とアクセス制御や端末部分など地上テレビジョン放送事業者で共通に検討されるべ

き部分があり、限られた検討期間の中で要件・構成・コストについて十分に検討する

ことができなかったため、定量的な試算においてこれらの費用は含めないこととした。 

したがって、「ブロードバンド等による代替費用」としては、専ら「通信」分（（２）

②）を算出することとし、今回の検討では、NTT東日本・西日本の協力を得て、ブロー

ドバンド等による代替候補エリアにおける光ファイバの敷設状況等を踏まえた上で、

（２）で述べた費用の構成要素を念頭に、「ⅱ）BB網への接続に要する費用」を算出す

ることとした（図表２－７）。  
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図表２－７ ブロードバンド網への接続に要する費用の算出方法 

ただし、未光化地域において新たに生じる「BB網の整備に関する費用」の一部9につ

いては、ブロードバンド等による代替の範囲・規模や地上テレビジョン放送事業者の

要望内容次第で、その要否やコスト規模が大きく変動することから、具体的な提供内

容が確定していない現時点で金額を提示するのが困難であるため、定量的な試算にお

いてこれらの費用は含めないこととした。 

また、「BB網の整備に関する費用」のうち、NTT東日本・西日本以外の電気通信事業

者に生じうる共通費用（①設計費用、②構築費用、⑦トラヒック増対応費用）等につ

いては、各電気通信事業者により設備設計や投資計画等が異なると考えられることや、

特にトラヒックの自然増に対して、電気通信事業者はブロードバンド等による代替へ

の対応のみではなく定常的に対応していると考えられる状況を踏まえれば、具体的な

金額を算定することは困難であることから、今回の検討では、定量的な試算において

これらの費用も含めないこととした。 

さらに、「ⅰ）ISP網の接続に要する費用」のうち、ISP網側で生じる工事費等の初期

費用は、トラヒックの自然増に対してISP事業者がブロードバンド等による代替への

対応のみではなく定常的に対応していると考えられる状況を踏まえると、具体的な金

額の算定が難しく定量的な試算において当該費用は含めないこととしたが、インター

ネット接続費用の月額料金については、総務省「電気通信サービスに係る内外価格差

調査」（令和２年６月）の「FTTH（月額料金等・モデル料金による比較）」において採

用されたISP料金の現在の価格を使用し、1,100円/月（税抜き）として算定を行うこと

とした（図表２－５参照）。 

                                                        
9 ①離島エリアでの提供に当たり海底ケーブルの新規整備が必要な場合の整備費・維持費、②ブロードバ
ンド等による代替に当たりネットワークの設定変更が必要な場合の設定費、③放送事業者の要望等に
より新たな機能を追加する場合の開発費（ブロードバンド等による代替を利用するユーザを特定・制限
する場合の追加開発費など） 
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なお、当然のことながら、放送事業者が、実際に「参照モデル」を活用して電気通

信事業者と連携・協力しながらコストを算定するに当たっては、「放送アプリケーショ

ン」分について必要な要件定義を行ってコストを具体的に試算する必要があるととも

に、NTT東日本・西日本を含む電気通信事業者やISP事業者から、上記の費用項目に相

当する費用の提示を受けて具体的に試算することになる。 

③ 地上テレビジョン放送事業者単体でのコスト比較 

上記の考え方で「現行費用」と「ブロードバンド等による代替費用」を算出するこ

ととする場合、「現行費用」は地上テレビジョン放送事業者単体での数値として算出さ

れる一方、「ブロードバンド等による代替費用」は、その地域の全ての地上テレビジョ

ン放送事業者が共用可能なネットワークシステムを整備する場合に生じる費用を積み

上げたものと捉えることができる。 

そのため、両方のコストを比較するためには、全地上テレビジョン放送事業者か地

上テレビジョン放送事業者単体のいずれかにそろえる必要があるが、今回の検討の目

的は、地上テレビジョン放送事業者がこの検討結果を活用してブロードバンド等によ

る代替可能性をシミュレートできるようにすることにあることにかんがみれば、各地

上テレビジョン放送事業者単位でのコスト比較を行うことが適当である。 

そうすると、「ブロードバンド等による代替費用」としての通信のコストを按分する

必要があり、その方法としては、ⅰ）その地域の波数で按分する方法とⅱ）視聴率で

按分する方法とが考えられるが、視聴率が計測値等で様々なバリエーションが想定さ

れる一方、波数による按分の方が簡便で妥当性の高い算定手法であると考えられるこ

とから、本作業チームでの検討においては、ⅰ）の方法で通信のコストを按分するこ

とで、地上テレビジョン放送事業者単体でのコスト比較・分析を行うことを基本とし

た10。 

２．２ 検討の結果 

（１）目指すべき成果 

本作業チームの目的は、ブロードバンド等による代替可能性を検討することにある。ま

た、それと同時に、地上テレビジョン放送事業者が、自らの小規模中継局等の設備の代替

可能性を検討する際に、本作業チームの検討結果を参照・活用できるようにすることで、

地上テレビジョン放送事業者が放送設備の設置・運用に要するコストの抑制を検討するた

めの一助となることをも企図している。 

そこで、本作業チームでは、①代替可能性の一般的な検討手順を示した「参照モデル」、

②代替可能性の検討結果の具体的イメージを示した「モデル地域」、③設備種別や受信世

帯規模ごとの経済合理性の傾向把握を可能とする「コストの定量分析」、④小規模中継局

等の設備全体での経済合理性の傾向把握を可能とする「全国的推計」の４点を成果物とす

                                                        
10 ただし、後述するように、「モデル地域」におけるコスト試算は、NTT東日本・西日本がNHK（総合・Eテ
レの２波）に対してブロードバンドによる代替サービスを提供することを想定した場合に生じる費用
を用いている。 
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ることを目指して検討を進めた。 

（２）参照モデル 

参照モデルは、小規模中継局等をブロードバンド等で代替する可能性を検討するに当た

り、各地上テレビジョン放送事業者により調査・決定することが必要な項目を網羅的に示

すとともに、一般的な検討手順として、「ブロードバンド等による代替費用」の試算フロ

ーを具体的に提示するものである。 

これは、各地上テレビジョン放送事業者が、ブロードバンド等による代替を検討しよう

とする地域の小規模中継局等の更改費用等（現行費用）を自ら把握するとともに、当該地

域でブロードバンド等サービスを提供可能な電気通信事業者と連携しながら「参照モデル」

を活用すれば、当該地域における「ブロードバンド等による代替費用」を算出することが

でき、自らが算定する「現行費用」との比較により、当該地域でのブロードバンド等によ

る代替可能性を個別に判定することが可能となることを企図している。 

その具体的な内容は、以下のとおりである（試算フローの全体像について参考資料２）。 

① 対象設備の決定 

ブロードバンド等による代替の対象とする放送設備（小規模中継局、ミニサテ局）

を決める。 

② 候補エリアの特定 

対象設備による放送の受信世帯が存在している地域（ブロードバンド等による代替

の候補となるエリア）を特定する。 

③ 受信世帯の特定 

対象設備による放送を受信していると思われる世帯を特定する。 

④ ブロードバンド等の提供状況の確認 

受信エリアや受信世帯に対するブロードバンドサービス等の提供状況を電気通信事

業者に確認する。これにより、光化済みの受信世帯数（ａ）と未光化の受信世帯数（ｂ）

を算出する。 

⑤ ブロードバンド等サービスの特定 

電気通信事業者から以下の条件を満たすブロードバンドサービス等の提案を受ける。 

・ ブロードバンド等による代替の品質・機能要件に準拠できること 

・ インターネットに接続できること（必要に応じて別サービスで追加する） 

⑥ ブロードバンド等サービスの費用 

光化済みの受信世帯に対する１世帯当たりの提供費用を電気通信事業者から提示を

受ける。その際、 

・ ２．１（２）②（ⅱ）のうち「ブロードバンド接続の提供に要する費用」に対応
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する「ブロードバンド接続費用（アクセス回線）（初期費用（ｃ）と月額費用（ｄ））」

と、 

・ ２．１（２）②（ⅰ）に対応する「インターネット接続費用（初期費用（ｅ）と

月額費用（ｆ））」 

に分けて費用の提示を受けることにより、参照モデルに沿った精緻な試算が可能とな

る。 

⑦ 光化工事の費用 

未光化エリアを光化するための費用について電気通信事業者から提示を受ける。 

なお、「通信コスト」の算定に当たっては、コストの積算を容易にする観点から、２．

１（２）②で示したとおり、「通信」の費用構造における各費用項目を「共通費用」「エ

リアごと費用」「受信世帯ごと費用」に区分して整理することが有用と考えられる。 

これにより、「共通費用」（初期費用（ｇ）と月額費用（ｈ））、収容局等の所内設備

等の「エリアごと費用」（初期費用（ｉ）と月額費用（ｊ））、未光化エリアの「受信世

帯ごと費用」（初期費用（ｋ）と月額費用（ｌ））を算出することができる。 

⑧ ブロードバンド等サービスの加入済世帯の費用 

必要に応じて、既存のブロードバンド等サービスの利用者（加入済み世帯）がブロ

ードバンド等による代替サービスを利用するために追加で必要となる費用を電気通信

事業者から提示を受ける。これにより、光化済みエリアにおける追加費用（初期費用

（ｍ）と月額費用（ｎ））を算出することができる。 

⑨ 通信のコストを試算 

電気通信事業者から提示を受けた(ａ)から（ｎ）の情報を統合して、ブロードバン

ド等による代替を実施するに当たり必要となる「通信」に関する費用を試算する。統

合イメージは、図表２－８のとおりである。 

 
図表２－８ 通信のコストの試算 
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⑩ 放送アプリケーションの検討・見積もり 

放送アプリケーションの要件定義・設計を行い、関係する費用を洗い出す。なお、

精緻な見積もりに時間を要する場合は、類似の事例等から概算費用を見積もる等の工

夫が必要になることも考えられる。検討・見積もりの要素イメージは、図２－９のと

おりである。 

 

図表２－９ 放送アプリケーションの検討・見積もり 

⑪ ブロードバンド等による代替費用の算出 

⑨と⑩でそれぞれ試算した結果を合計したものが「ブロードバンド等による代替費

用」となる。ただし、⑨の通信に関する費用は地域の全地上テレビジョン放送事業者

分の放送をブロードバンド等により代替する費用に相当することから、各地上テレビ

ジョン放送事業者単体での「現行費用」との比較のためには、地域の波数等で按分す

る必要があることに留意する。 

（３）モデル地域 

モデル地域は、まず、小規模中継局等の設備種類ごとに、受信世帯数分布を考慮して「少

ないもの（下位10％付近）」「中程度のもの（中央値付近）」「多いもの（上位10％付近）」の

３つに分類し、ブロードバンド等による代替が想定される範囲を考慮して、小規模中継局

については「少ないもの」、ミニサテ局については「少ないもの」と「中程度のもの」をブ

ロードバンド等による代替候補となりうる設備とすることとした。また、辺地共聴施設に

ついては、前２者に比べて受信世帯数が全体的に少ないことから、すべての規模のものを

代替候補となり得る設備とした（図表２－10）。 
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図表２－10 モデル地域選定のためのブロードバンド等による代替候補の選定対象 

上記の考え方を前提に、現に存在する小規模中継局等のうちブロードバンド等による代

替の候補となりうるものとしてNHKから提示のあった130設備11について、設備の種類やカ

バーする受信世帯数をキー項目とし、多様性のあるモデルを12地域抽出した。その上で、

「参照モデル」で示している試算フローに沿って、「現行費用」と「ブロードバンド等によ

る代替費用」との比較による経済効果を個別具体的に試算・例示した。 

なお、「モデル地域」である以上、「参照モデル」で示した費用構造（図表２－３から図

表２－６まで参照）と試算フローに沿ったプロセスを忠実に再現することを目的としたた

め、光化されている地域・光化されていない地域のそれぞれにおいて、NHKが小規模中継

局等を維持するために実際に生じているコストを「現行費用」とした。 

また、NTT東日本・西日本がFTTHサービスを提供する際に実際に生じているコストを、

各費用項目に対応する形で分解・整理した状態で提示を受け、「参照モデル」に沿って積

算したものを「ブロードバンド等による代替費用」として試算することとしたため、「モ

デル地域」の試算結果は、NHK（総合・Eテレの２波）をNTT東日本・西日本がFTTHサービス

で代替する場合の経済合理性を示すものとなっている。 

そして、各地上テレビジョン放送事業者は、「モデル地域」を参照することで、参照モデ

ルを活用して個別具体的な検討を行った結果としてどのような情報が得られるかを、ブロ

ードバンド等による代替を検討する地域の特徴ごとに具体的にイメージすることが可能

となることを企図している。 

そこで、まず、「モデル地域」を選定するため、小規模中継局等のうちブロードバンド等

による代替の候補となると考えられるものとしてNHKから提示のあった箇所（130設備・地

                                                        
11 後に分析に必要なデータが利用できないことが判明した辺地共聴施設（13設備）を除外した。 
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域）について、ブロードバンド等による代替費用に影響を与えうる主なポイントを用いて、

一定の類型化を行った（図表２－11）。 

 

 

図表２－11－１ ブロードバンド代替における対象システムの類型（概要） 

 

 

図２－11－２ ブロードバンド代替における対象システムの類型（詳細） 
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特に「ブロードバンド等による代替費用」を大きく左右しうる「FTTHの敷設状況」につ

いては、まず、ブロードバンド等の代替候補となる小規模中継局等の対象設備が現在放送

波を届けている範囲を「候補エリア」とし、その中に存在する世帯を「受信世帯」と定義

した上、候補エリアを含み、かつ、受信の有無にかかわらず受信世帯が存在する250ｍメ

ッシュを「受信メッシュ」とした（図表２－12）。 

 

図表２－12 候補エリア等の設定の考え方 

次に、受信世帯が存在する受信メッシュに対して、NTT東西の光サービス（フレッツ光

等）を提供する現状の通信設備（電柱やマンホール等）の存否を確認し、その状況に応じ

て、以下のA～Dの４つのカテゴリーに分類した（図表２－13）。 

図表２－13 受信メッシュの分類 

 

上記の類型化を行った上、モデル地域の選定に当たっては、①設備の種類と③受信世帯

数をキーとして、比較的ブロードバンド等による代替が実施しやすく導入する場合に初期
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に対象となりやすいものとして「受信メッシュにつきA判定が多く特殊性が少ないもの」

を抽出するとともに、他方で、ブロードバンド等による代替の実施に当たり工夫や考慮が

必要となるものとして「受信メッシュにつきC又はD判定が多く離島や人口消滅に該当する

もの」も抽出することとした。 

さらに、上記の考え方により抽出を進め、複数の候補が抽出された場合は、より代表性

のある事例を選定する観点から、その中でも受信世帯数が中央値となるものを選定するこ

ととし、また地理的な偏りを解消する観点から、NTT東日本とNTT西日本の営業区域のバラ

ンスにも配慮して選定を行った。 

その結果、以下の12設備・地域をモデル地域として選定した（図表２－14）。 

 

図表２－14 選定したモデル地域（12設備・地域） 

 

そして、モデル地域ごとに、（１）の参照モデルの試算フローに沿って、ブロードバンド

等による代替に要する費用を検討・試算した12。その際、250ｍメッシュ単位での光ファイ

バ敷設状況が一部光化済みのメッシュについては、ブロードバンド等による代替を実施す

るタイミングでは十分に光化が整備されているものとして、全域で光化済みであるという

仮定で試算を行った。 

以下の図表２－15は、モデル地域の検討結果イメージである。このように、既存の放送

の仕組みを維持する場合に見込まれるコストとブロードバンド等による代替の仕組みを

実施する場合に見込まれるコストを比較することにより、経済合理性の傾向を一定程度把

握することを意図している。すなわち、図表２－15－１にある「既存の放送の仕組み」に

おけるコスト（Ａ×ｎ（年））の額が「代替の仕組み」におけるコスト（ａ1＋ｂ1＋ｃ＋ｄ

＋ｅ＋ｎ（ａ2＋ｂ2＋ｆ＋ｇ＋ｈ））の額よりも大きいときは、ブロードバンド等による

                                                        
12 具体的な計算式については、後掲（付録－98）の「「3.モデル地域」における各検討での定量評価のた

めの計算式」を参照。 
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代替に経済合理性があると捉えることが可能である。 

 

 

図表２－15－１ モデル地域における検討結果イメージ 

 

図表２－15－２ モデル地域（地図）のイメージ 
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（４）コストの定量分析 

コストの定量分析は、現に存在する小規模中継局等のうちブロードバンド等による代替

の候補となると考えられるもの（130設備）から辺地共聴施設と小規模中継局・ミニサテ

局のうちNHK単独局を除いた63設備について、設備の種類やカバーする受信世帯数などに

基づき類型化するとともに、（２）の参照モデルで示した試算フローに沿って、ブロード

バンド等により代替する場合の経済合理性を個別に試算した結果を提示するものである

（個別の試算結果の一覧については参考資料３）。 

これは、各地上テレビジョン放送事業者が、ブロードバンド等による代替を検討しよう

とする地域と似た類型の試算結果を「コストの定量分析」から参照し、自ら検討している

地域にあてはめることにより、当該地域における代替可能性の傾向を把握することが可能

となることを企図している。 

なお、コストの定量分析に当たっては、数年先にブロードバンド等による代替を現実に

実施するタイミングでは十分に光化が整備されていると仮定できることや、（ブロードバ

ンド等による代替の有無に関わらず）定常的なトラヒック増への対応に取り組んでいると

考えられること等を踏まえてNTT東日本・西日本から提示のあったコストに基づいて試算

を行うこととした13。 

また、本試算には、放送アプリケーションの費用や通信の費用の一部（ブロードバンド

網の整備に関する設計・構築費用、所内設備費用等）が含まれていない。 

（５）IPユニキャスト方式の経済合理性に関する全国的推計 

今回の検討からは、比較的少数の世帯向けに提供する場合にはIPユニキャスト方式によ

る代替に経済合理性が期待できると考えられる一方、世帯数が多くなるにつれ、世帯あた

りのトラヒックを確保するためのコストが追加的に発生することにより経済合理性が低

くなってくることが示唆される。 

これは、「放送の仕組み」を「通信の仕組み」に置き換えていくことによる限界というこ

ともできる。すなわち、放送は小規模中継局等から電波でコンテンツを届ける仕組みのた

め、カバーエリア内の世帯が増えてもコストは一定であるのに対し、FTTHによる通信は敷

設エリア内の世帯が増えれば、それに比例して設備コストが追加的に増えることになる。 

このように考えると、単一の設備について、「放送の仕組み」の一定のコストと、受信世

帯数に応じて比例的に増加する「通信の仕組み」のコストとが一致する点における受信世

帯数（ブレークイーブン世帯数）を想定した場合、カバーする受信世帯数がブレークイー

ブン世帯数を下回る範囲に属する設備（群）において、ブロードバンド等による代替に経

済合理性が期待できるということができる（図表２－16）。 

 

                                                        
13 具体的な計算式については、後掲（付録－102）の「「4.コストの定量分析」における定量評価のため

の計算式」を参照。 
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図表２－16 ブレークイーブン世帯数の考え方 

 

そこで、NHKが全国で保有・管理する小規模中継局等の設備について、上記の考え方を

用いて推計したところ14、2015年の設備ごとの受信世帯分布の情報を前提とすると、①小

規模中継局の18.6％、②ミニサテ局の27.8％がIPユニキャスト方式による経済合理性が期

待できることが示唆される結果となった。 

また、③NHKの辺地共聴施設については、施設ごとの設備コストのばらつきが大きいた

め、明確に実現可能性を示すことは難しく、傾向を正確に示すためには設備ごとの個別の

検討が必要となるが、おおまかな傾向としては、NHKの全設備の10％程度（比較的受信世

帯数が少ない設備）に対してはIPユニキャスト方式による経済合理性が期待できることが

示唆される結果となった（図表２－17）。 

ただし、本推計においては、放送アプリケーションの費用や通信の費用の一部（ブロー

ドバンド網の整備関する設計・構築費用、所内設備費用、世帯ごとの開通工事費等）が含

まれていない。 

                                                        
14 具体的な計算式については、後掲（付録－104）の「「5.経済合理性」における定量評価のための計算

式」を参照。 
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図表２－17 ブロードバンド等による代替に経済合理性が期待できると推計される設備の

数（2015年の受信世帯数分布ベース） 

 

さらに、我が国が人口減少傾向にあることを踏まえ、小規模中継局等でカバーされる受

信世帯も将来的に減少していくことを考慮することによって、ブロードバンド等による代

替に経済合理性が期待できる小規模基地局等の数も増加していくと考えられる。 

そこで、今回のブロードバンド等による代替の検討対象の中心となるミニサテ局につい

て、当初抽出した130施設・地域における2025年から2040年までの世帯変動率15を加味して、

代替に経済合理性が期待できると推計される設備の割合の推移を推定すると、2040年には

全設備の約半数についてIPユニキャスト方式による代替に経済合理性が期待できること

が示唆される（図表２－18）16。 

ただし、本推計においても、放送アプリケーションの費用や通信の費用の一部（ブロー

ドバンド網の整備関する設計・構築費用、所内設備費用、世帯ごとの開通工事費等）が含

まれていない。 

 

                                                        
15 受信世帯の変動率は、130設備・地域における500mメッシュ別将来推計人口データ（H30国政局推計）の
人口変動率と同等と仮定して推計を行った。なお、母集団の大半に過疎地域が含まれるなど特徴的な傾
向があるため、2040年等の推計など広範への適用に際しては誤差が大きくなる可能性がある。 

16 脚注12のとおり、ミニサテ局全体の設置場所の特性が、試算のために抽出した130設備・地域の特性と
は異なる可能性があることにも留意する必要がある。 
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図表２－18 IPユニキャスト方式の経済合理性の将来推計 

２．３ IPユニキャスト方式による代替の利用可能性に関する結論 

２．２で述べたとおり、IPユニキャスト方式によるブロードバンドネットワークは、受

信世帯数が比較的少ない小規模中継局等による放送の代替として経済合理性が期待でき、

代替手段としての利用可能性があるとの結論を導くことができる。 

また、ブロードバンド等による通信環境が地方も含めて整備されつつあり、今後も進展

していくと見込まれることや、我が国全体の人口減少傾向により、代替に経済合理性が期

待できる小規模中継局等が拡大していくと見込まれることから、その利用可能性は今後も

拡大していくことが予見される。 

もっとも、今回の検討は、放送アプリケーションの費用や通信の費用の一部（合理的な

算定が困難であったブロードバンド整備費用やISPのトラヒック増対応費用など）を捨象

して検討せざるを得なかったこともあり、一部の経済合理性の検証にとどまることにも留

意する必要がある。 

さらに、当然のことながら、上記の検討結果は、これ以外の代替手段の利用可能性を排

除するものではなく、実際には、それぞれの小規模中継局等の立地状況、該当エリアでの

ブロードバンドやケーブルネットワークの敷設状況やサービス提供状況を踏まえ、地上テ

レビジョン放送事業者が関係事業者の協力を得て、必要に応じて「参照モデル」を活用し

て最適なネットワーク構成を吟味・選択していくことが基本であり、今回の検討結果は、

その選択肢の一つとして「インターネット経由でのIPユニキャスト方式」も視野に入って

くることを示すものにすぎないことについて改めて関係者が認識を共有することが重要

である。 
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なお、比較的多数の世帯をカバーする小規模中継局等の代替方策の一つとして、IPマル

チキャスト方式による配信が考えられる17。IPマルチキャスト方式は、配信サーバーを電

気通信事業者のブロードバンド網（閉域網）に直接接続した上で、利用者からのリクエス

トの有無にかかわらず、利用者のアクセス回線の手前に配置されている収容局までコンテ

ンツを一括配信するものである。そのため、ブロードバンド網内のコンテンツ配信トラヒ

ックが、配信先のユーザ数に応じて増加するIPユニキャスト方式とは異なり、ユーザ数の

多寡にかかわらず一定となるため、カバーする世帯が増えるほど効率的になる。 

こうしたIPユニキャスト方式以外の方式を組み合わせてブロードバンド等による代替

手段を提供することや、放送アプリケーションに係る設備システムの共同利用を検討する

ことなど、各地上テレビジョン放送事業者・電気通信事業者の創意工夫により、さらなる

コストの低廉化が図られることで、ブロードバンド等による代替がよりいっそう進む可能

性も考えられる。 

  

                                                        
17 なお、優先制御のあるIPマルチキャスト方式であれば、現行の技術基準に照らしても「放送」の品質・
機能を満たすものとなる。 
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第３章 小規模中継局等のブロードバンド等による代替の導入に当たっての課題 

第２章においては、小規模中継局等のIPユニキャスト方式による代替について、求められ

る品質・機能要件を暫定的に設定の上、当該代替におけるコストの試算フローを放送事業者

が活用可能な「参照モデル」として示し、それを具体的な「モデル地域」に適用することで

「参照モデル」の活用イメージを示すとともに、コストの定量分析や利用可能性に関する将

来推計を行うことで、IPユニキャスト方式による代替の経済合理性が期待でき、代替手段と

しての利用可能性があることを示した。 

今後、地上テレビジョン放送事業者においては、これらの結果を活用し、他の選択肢も含

め、小規模中継局等のブロードバンド等による代替の可能性について、更に検討を深めてい

くことが望まれる。 

他方、IPユニキャスト方式による代替については、今回の検討により、一定の品質・機能

を仮置きした上で経済合理性の面においては利用可能性があるとしても、その実際の導入に

当たっては、次に示すように、放送法の規定との関係をどのように考えるかといった制度面

における課題、地上テレビジョン放送事業者がどのようなプロセスによって住民の方々の理

解を得ていくべきかといった運用面における課題等、様々な課題が想定される。 

（１）著作権等の権利処理 

小規模中継局等の代替がIPユニキャスト方式により行われる場合、著作権等の権利処理

が未了のために行われる映像の差替え、いわゆる「フタかぶせ」が行われることは、回避

されるべきである。 

放送コンテンツのインターネット同時配信に係る著作権等の権利処理の円滑化につい

ては、先般、著作権制度に起因する「フタかぶせ」の解消等を目的とし、権利制限規定の

拡充、許諾推定規定の創設、レコード・レコード実演の利用円滑化、映像実演の利用円滑

化、協議不調の場合の裁定制度の拡充等を内容とした著作権法の改正が行われ、令和４年

１月１日に施行されている。ただし、インターネット同時配信については、放送とは異な

る伝送手段として定義されており、放送に係る著作権の権利処理と同一の権利処理方法と

はされていない。 

小規模中継局等の代替がIPユニキャスト方式により行われる場合において、「フタかぶ

せ」が回避され、放送の一部としての著作物の利用が確保されるようにする観点から、当

該著作権法の改正によってもなお解決していない課題としてどのようなものが考えられ、

それを解決するためにはどのような対策が必要かについて検討を深める必要がある。 

（２）地域制御の有無 

小規模中継局等のブロードバンド等による代替は、対象となる小規模中継局のカバーエ

リア等、特定の限られた地域における代替が念頭に置かれているが、地域の垣根を超える

伝送を可能とするブロードバンドの特性を踏まえ、代替手段により提供される放送コンテ

ンツが当該地域以外の地域でも視聴できることについて、地域情報の広がりがもたらす効

果や影響を踏まえつつ、どのように考えるかについて議論を深める必要がある。 
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また、仮に、地域制御（対象エリアの制限や対象者の制限）により放送コンテンツの地

域制御を行う場合、それが具体的にどのような仕組みで確保されることが考えられるかに

ついても検討する必要がある。仮に小規模中継局のカバーエリア等に限定して視聴できる

こととする場合、放送対象地域以外における、いわゆる「区域外受信」について、何らか

の課題が考えられるかについても検討する必要がある。 

（３）住民理解・受信者対策 

小規模中継局等のブロードバンド等による代替の対象となる住民の方々においては、戸

別アンテナによる受信、集合住宅における共同アンテナ設備による受信又は辺地共聴施設

による受信等からブロードバンド等による受信に移行することとなる場合、ブロードバン

ド等の利用に係る初期費用（加入費・工事費等）や毎月の利用料の支払い、宅内における

追加設備の設置費用の支払い等が必要となる場合も想定される。 

また、当該代替がIPユニキャスト方式により行われる場合、例えば、デジタル技術の活

用による機能の充実等が図られる可能性があるとしても、遅延が発生する可能性がある等、

サービスの品質・機能が放送とは異なるものとなることが想定される。 

小規模中継局等のブロードバンド等による代替の円滑な導入に向けては、これらの点に

関する、住民の方々の視点に立った受容性について、予め確認しておくことが有効である

と考えられるところ、具体的にどのような方法により確認すべきかを検討する必要がある。 

加えて、小規模中継局等のブロードバンド等による代替の円滑な導入に向け、当該代替

を地上テレビジョン放送事業者が実際に特定の地域において導入する場合、どのようなプ

ロセスによって住民の方々の理解を得ていくべきかについても検討しておく必要がある。

とりわけ、住民の方々にブロードバンド等サービスの利用に係る負担をかけてまで、ブロ

ードバンド等により放送を代替する必要性をどのように説明するのかについてあらかじ

め考えておくことが重要である。 

さらに、その理解を得ていくに当たって、特に大規模改修が生じ得る集合住宅の居住者、

生活困窮世帯、別荘の所有者、更にはミニサテ局等を保有する自治体や地域住民の方々に

ついても留意すべきことがあるかどうかについて検討する必要がある。そして、住民の

方々の理解を得る前提として、各放送対象地域で放送事業者が足並みをそろえて代替方法

を検討することが重要ではないかと考えられる。 

（４）ユーザーアクセシビリティの確保 

放送は、子供やお年寄り、障害のある方も含め、地域の住民の方々にとって簡易な操作

により視聴できる身近で手軽な情報入手手段としての役割を担っている。また、放送事業

者においては、放送法の規定等も踏まえ、解説放送、字幕放送、手話放送等の視聴覚障害

者向け放送の拡充に取り組んでいる。 

小規模中継局等をブロードバンド等により代替する場合、一般に、既存のケーブルテレ

ビやIPマルチキャスト放送などでは対応できているが、対象となる住民の方々が、放送の

ような簡易な操作により放送コンテンツを視聴できるよう、テレビやリモコンにおいて実
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現されているような操作性、一覧性も参考にしつつ、ブロードバンド等による代替後の受

信端末で利用しやすい環境が確保できるのかについて検討しておく必要がある。また、字

幕の表示等、放送コンテンツの視聴に当たって支援を必要とする方々に支障は生じないか

についても検討しておく必要がある。 

また、小規模中継局等をブロードバンド等により代替する場合、代替そのものが実現さ

れるため、更には、上記のような機能を実現・確保するための課題についても考えておく

必要がある。 

（５）デジタル技術の特性を活かしたサービスの向上 

小規模中継局等のIPユニキャスト方式による代替については、上述のとおり、サービス

の品質・機能が放送と異なるものとなることが想定される中、デジタル技術の特性を活か

し、例えば、録画を補完する手段として見逃し配信機能を付加する、あるいは、データ放

送を補完する手段として放送コンテンツに関する関連サイトを案内する機能を付加する

等、放送では実現が難しい新たな機能が提供され、サービスを高度化することについて、

どのように考えるかについて議論を深める必要がある。また、そうした新たな機能・サー

ビスの実現に向けて、新たに想定される課題はあるかについても検討しておく必要がある。 

インターネット接続機能を利用したテレビ等における番組の視聴データについては、そ

の活用とプライバシーの保護の両立を目指し、令和２年及び３年の個人情報保護法の改正

も踏まえ、視聴履歴の取扱い、要配慮個人情報の推知の禁止、個人情報の取扱いの同意・

不同意にかかわらず放送が受信できる環境の確保等を内容とした放送分野ガイドライン

の改正等の取組が行われている。IPユニキャスト方式による小規模中継局等の代替におい

て当該視聴データが活用される場合について、こうした放送におけるプライバシーの保護

に関する要件の取扱いをどのように考えるかについても検討する必要がある。 

（６）放送法との関係等 

１．１で述べたように、放送法の規定により、NHKは、放送を日本全国においてあまねく

受信できるようにしなければならないこととされており（放送法第20条第５項）、民間放

送事業者は、放送を放送対象地域においてあまねく受信できるように努めなければならな

いこととされている（同法第92条）。 

IPユニキャスト方式による小規模中継局等の代替について、こうしたNHKの「あまねく

受信義務」や民間放送事業者の「あまねく受信努力義務」との関係をどのように考えるか

について、議論を深める必要がある。 

また、NHK及び民間放送事業者は、放送法第108条により災害放送実施義務が課せられて

おり、また、災害対策基本法上の指定公共機関又は指定地方公共機関として防災への寄与

等の責務を負っている。こうした法律上の位置付けも背景として、放送は、災害時の情報

入手手段として極めて重要な役割を果たしているところ、小規模中継局等がブロードバン

ド等で代替される場合にも、輻輳による遅延・途絶が生じる可能性がある、屋外での移動

受信ができないといった特性を踏まえつつ、各地上テレビジョン放送事業者が、また、複
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数事業者が連携して、対象となる地域における災害時の情報入手に支障が生じないように

するためには、どのような課題が考えられ、どのような対策が講じられるべきかについて

も検討しておく必要がある。 

さらに、NHKとの受信契約は、放送法第64条により、NHKの放送を受信することのできる

受信設備を設置した者がその対象となるものとされている。IPユニキャスト方式による小

規模中継局等の代替については、対象となる小規模中継局のカバーエリア等、特定の限ら

れた地域における限定された受信者を対象とすることが念頭に置かれているところ、NHK

受信料の扱いをどのように考えるかについても議論を深める必要がある。 

このように、小規模中継局等のブロードバンド等による代替の実際の導入に当たっては、

制度面・運用面における様々な課題について検討が行われる必要があると考える。 

また、IPユニキャスト方式を含む代替手段の導入について、専ら放送事業者の経営判断に

委ねるべきか、あるいは、小規模中継局等を対象とする特定の限られた地域における導入を

念頭に置いていることを踏まえ、導入に当たって何らかの条件を設定すべきかについても、

導入に向けて検討すべき課題となると考えられる。 

これらの課題は、いずれも一朝一夕に解決されるものではなく、総務省、関係府省庁、放

送事業者等の関係事業者等において議論・検討が重ねられることによって対応方策が見出さ

れていくものであり、結論を急ぐことは適当ではない。 

そのため、本作業チームとしては、３～４年後にIPユニキャスト方式による代替を選択肢

の一つとして導入することとされる場合に、あらかじめ着実に検討が行われるよう、現時点

で想定される課題を例示するにとどめる。  
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第４章 今後の進め方  

今後、地上テレビジョン放送事業者においては、本作業チームの検討の成果を活用し、

IPユニキャスト方式を含めたブロードバンド等による代替の可能性について、関係事業者

と連携・協力しながら具体的なシミュレートが行われることが期待されるところである。 

具体的には、第２章で述べたとおり、ブロードバンド等による代替を検討しようとする

小規模中継局等の立地状況、当該小規模中継局等のカバーエリアにおけるブロードバンド

やケーブルネットワークの敷設状況、サービスの提供状況等を踏まえ、地上テレビジョン

放送事業者が関係事業者の協力も得て、必要に応じて第２章で示した「参照モデル」も活

用しつつ、「インターネット経由でのIPユニキャスト方式」以外の代替手段も含めた最適

な代替手段について検討を進めていくことが期待される。 

また、第３章で述べたとおり、ブロードバンド等による代替の実際の導入に当たっては、

制度面・運用面における様々な課題があり、ブロードバンド等による代替が円滑に進めら

れるよう、それらの課題について着実に検討が行われる必要があると考えるところ、検討

に当たっては、実際に住民の方々に代替手段を利用していただき、その声を聞くことが極

めて重要であると考える。 

そのため、次の段階として、放送の代替手段となりうる既存サービスが存在しないIPユ

ニキャスト方式については、地上テレビジョン放送事業者において、電気通信事業者と連

携・協力の上、「モデル地域」や「コストの定量分析」で示されたようなブロードバンド等

の代替の候補となりうる特定の地域を対象に、住民の方々の協力を得ながら、放送の代替

となることを想定したブロードバンド等による配信を実験的に行うことにより、現実的な

代替の可能性についての検証・検討に取り組むことが適当と考える。 

また、総務省においては、その検証・検討の状況も踏まえ、関係府省庁、関係事業者及

び団体その他の関係者と連携しつつ、制度的対応を含め第３章で示された課題等について、

引き続き検討を行うことが適当であると考える。 

放送を巡る環境が急速に変化する中、良質な放送コンテンツが引き続き全国の視聴者に

届けられるためには、放送事業者における放送ネットワークインフラに係るコスト負担の

軽減が図られることが極めて重要であると考えるところ、関係者におかれては、本作業チ

ームのとりまとめを参照しつつ、必要な取組を早急に実施することを期待したい。 
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参考資料２．ブロードバンド等による代替費用の試算フロー

参考ー12



ブロードバンド等による代替費用の試算フロー

BB代替の 検討開始

未光化エリアを光化するため
の費用を通信事業者から入手
する

7.光化工事
の費用

プロジェク
ト
共通費用

初期費用

月額費用

g

h

エリア毎費
用
（収容局内の所内設
備等）

初期費用

月額費用

i

j

未光化エリ
アの受信世
帯毎費用

初期費用

月額費用

k

l

通信事業者から以下の条件を
満たすBB(FTTH)サービスの提
案を受ける

• BB代替の品質／機能要件
に準拠できる

• インターネットに接続で
きる（必要に応じて別
サービスで追加する）

5.BBサービス
の特定

BB接続サービス

インターネット
接続サービス

必要に応じて、既存のBBサー
ビスの利用者（加入済世帯）
がBB代替を利用するために追
加になる費用を通信事業者か
ら入手する

8.BBサービスの
加入済世帯の費用

BB代替によ
る
追加費用

初期費用

月額費用

m

n

受信エリアや受信世帯に対す
るブロードバンドサービス
(FTTH)の提供状況を通信事業
者に確認する

4.BBの提供状況
の確認

光化済
エリア

光化済の
受信世帯数

a

未光化
エリア

未光化の
受信世帯数

b

対象設備による放送を受信し
ていると思われる世帯を特定
する

3.受信世帯の
特定

受信世帯数

対象設備による放送の受信世
帯が存在している地域（BB代
替の候補となるエリア）を特
定する

2.候補エリアの
特定

候補エリア

BB代替の対象とする放送設備
（小規模中継局、ミニサテ
局）を決める

1.対象設備の決定

対象設備

光化済の受信世帯に対する1
世帯あたりの提供費用を通信
事業者から入手する

6.BBサービス
の費用

BB接続サー
ビス費用

初期費用

月額費用

c

d

インター
ネット接続
サービス費
用

初期費用

月額費用

e

f

※ インターネット接続とBB
接続（アクセス回線）を
分けて費用を入手する

放送アプリケーションの要件定義／設計を行い、関係する費用を洗
い出す

※ 場合によっては、精緻な見積りには時間を要することから、他
事例等から概算費用を見積もる等の工夫が必要

10.放送アプリケーションの検討／見積り

ENC

構築／運用

初期費用

月額費用

番組表管理
サーバ

構築／運用

初期費用

月額費用

オリジン
サーバ

構築／運用

初期費用

月額費用

CDN

構築／運用

初期費用

月額費用

既存システム
の改造

初期費用

月額費用

各
局
で
検
討

アクセス制御
ID管理DB

構築／運用

初期費用

月額費用

代替地域DB

構築／運用

初期費用

月額費用

端末関連

開発／保守

初期費用

月額費用

共
通
で
検
討
し
按
分

BB代替の コスト

入手した情報を統合してBB代
替を実施するにあたり必要と
なる通信に関わる費用を試算
する

9.通信のコスト
を試算

光化済
エリア

光化済の
受信世帯数

a

未光化
エリア

未光化の
受信世帯数

b

未光化エリ
アの受信世
帯毎費用

初期費用

月額費用

k

l

インター
ネット接続
サービス費
用

初期費用

月額費用

e

f

受信世帯数毎の費用

BBサービス
加入済の
受信世帯数

a1

BBサービス
未加入の
受信世帯数

a2

BB接続
サービス費
用

初期費用

月額費用

c

d

インター
ネット接続
サービス費
用

初期費用

月額費用

e

f

※ 一定の
加入率
で按分

エリア毎費用

エリア毎費
用
（収容局内の所内設
備等）

初期費用

月額費用

i

j

プロジェクト共通費

プロジェク
ト
共通費用

初期費用

月額費用

g

h

BB代替によ
る
追加費用

初期費用

月額費用

m

n

※ 但し、このコストは地域の全放送局をBB代替するコストに相当
し、単体での現行コストとの比較においては、地域の波数等で按
分する必要がある
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参考資料３．コストの定量分析
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コストの定量分析（設備状況の区分）

※ 実際のBB代替の難易度には、受信世帯数、関係者の数／関係性の質等も影響を与えるが、まずはアクセスNWを中心とする通信設備の状況のみでの評価を表す

※ BB代替の対象となりうる地域から恣意的に候補エリアを抽出しているため、算出された比率はBB代替となりうる地域全体の傾向を表しているとは限らない

BB代替の
難易度

容易

難しい

① 全て「A判定」の候補エリア 10.3%

④ 全て「C判定」の候補エリア 26.5%

⑥ 全て「D判定」の候補エリア 4.3%

②「A,B判定」が混在している候補エリア

（C,D判定のメッシュを含んでいない）

12.8%

③「A,B,C,D判定」が混在している候補エリア

（A又はB判定だけでなくC又はD判定のメッシュを必ず含んでいる）

45.3%

⑤「C,D判定」が混在している候補エリア

（C判定とD判定の両方のメッシュを必ず含んでいる）

0.9%

A B C D

A B C D

A B C D

A B C D

A B C D

A B C D

国
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デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会
小規模中継局等のブロードバンド等による代替に関する作業チーム

取りまとめ

小規模中継局等のブロードバンド等に
よる代替に関する作業チーム事務局

令和４年６月

～概要～



１ ブロードバンド等による代替の選択肢となりうるネットワーク

代替先として考え
られるネットワーク

（１）ケーブル
テレビネットワーク

（２）ブロードバンドネットワーク

伝送方式 RF方式 ①RF方式
（アクセス系伝送路を光多重）

②IPマルチキャスト方式 ③IPユニキャスト方式

アクセス事業者の制限 あり なし

イメージ

HEをケーブルテレビNWに
直接接続

HEを対応事業者の通信
NWに直接接続

配信サーバーを対応事業
者の通信NWに直接接続
（複数の通信NWは困難）

配信サーバーを対応事業
者の通信NWに直接接続
（複数の通信NWも可）

配信サーバーをオープン
インターネット上に接続

放送・通信の扱い 放送 放送 放送 通信 通信

例
一般的なケーブル
テレビ事業者

スカパーJSAT アイキャスト －
NHKプラス
TVer

AbemaTV

RF送出

ケーブル
テレビNW 通信NW 通信NW

インターネットRF送出 IPマルチキャスト配信 IPユニキャスト配信

IPユニキャスト配信

通
信
N
W

通
信
N
W

・・・

・・・

BB回線 BB回線 BB回線

➢ ブロードバンド等による代替の選択肢となりうるネットワークとしては、（１）ケーブルテレビネットワーク及び
（２）ブロードバンドネットワーク（①ＲＦ方式、②ＩＰマルチキャスト方式、③ＩＰユニキャスト方式）が想定される。

➢ 代替手段に経済合理性があるならば、放送ネットワークインフラのコスト負担軽減の観点から導入を検討すべき。

通信NW

BB回線

1



２．１ 代替候補となるネットワークの品質・機能要件の比較

➢ ケーブルテレビネットワーク、ブロードバンドネットワーク（ＲＦ方式、ＩＰマルチキャスト方式）は既存サービスが
あり、その提供範囲や準拠する品質・機能要件を参照することで代替可能性を検討することが可能。

➢ 一方、ブロードバンドネットワーク（IPユニキャスト方式）は、放送に代わるものとしての既存サービスがなく、そ
の提供範囲や品質・機能要件を新たに検討する必要があるため、本作業チームでの検討の前提を仮置き。

2

主な項目
ケーブルテレビ
ネットワーク

ブロードバンドネットワーク

RF方式 IPマルチキャスト方式 IPユニキャスト方式

直接受信
との関係 再放送 再放送 再放送

【前提】
※放送の代替としての

サービスなし

（参考）
現行の動画配信
サービス

①配信す
る設備
やネット
ワーク

テレビへの対応 あり テレビ視聴を必要 一部あり

アクセス事業者の
制限 あり なし なし

帯域確保 あり なし
（ベストエフォート）

なし
（ベストエフォート）

②配信さ
れる映
像・音声

映像・音声の品質 地上波と同等 視聴環境に応じて可変 視聴環境に応じて可変

字幕 あり 地上波と同様 一部あり

③配信に
当た っ
ての制
約等

サービス提供区域 放送対象地域（県域）
サービス提供区域
／対象者を限定

（ただし、具体的な実現方法等は規定せず）

全国

映像・音声の取扱い 地上波と同様 地上波と同様
配信の権利が確保でき
ないものについては
フタかぶせを実施

④付加的
機能

選択可能チャネル 再放送対象地域における放送と同一 対象地域における
放送の内容と同一 全国で同一

録画 可 なし 不可



２．２ IPユニキャスト方式の代替可能性の検討の成果物 3

➢ 地上テレビジョン放送事業者が、本作業チームの検討結果を参照・活用できるようにする観点から、
以下の４点を作成。

①参照モデル ②モデル地域 ③コストの定量分析 ④全国的推計

位置づけ 一般論 及び How To 具体的イメージ
設備・受信世帯規模
ごとの傾向把握

設備全体の傾向把握

内容

• ブロードバンド等による代
替の一般的なシステム構成
や費用の構造などを整理

• ブロードバンド等による代
替費用を試算するためのフ
ローを作成・提示

• ブロードバンド等による代替
の候補となりうる130の設備
／候補エリアから特徴的かつ
多様性のあるモデルを12地域
抽出

• モデルごとにブロードバンド
等による代替の具体的構成を
示し、「参照モデル」を適用
した場合に得られる情報のイ
メージを作成・提示

• ブロードバンド等による
代替の候補となりうる63
の設備／候補エリアごと
に、経済合理性（維持費
用と代替費用との比較
※）を試算

※ 放送アプリケーション等の定
量的な評価が行えなかった項
目は試算に含めていない

• 現存する小規模中継局等
のうち、どの程度がIPユ
ニキャスト方式による代
替の経済合理性があるか
を推計

• 今後の人口減少傾向を踏
まえ、2040年までのIPユ
ニキャスト方式による代
替の経済合理性の傾向を
定量的に推計

放送
事業者の
活用方法
イメージ

✓ 地上テレビジョン放送事業
者は、個別具体的な設備に
つき、電気通信事業者と連
携・協力して、参照モデル
の示す試算フローに従って
「ブロードバンド等による
代替費用」を試算すること
が可能

✓ 自ら把握可能な「設備維持費
用」と比較することで代替可
能性を具体的に判断可能

✓ 地上テレビジョン放送事業者
は、参照モデルを活用した場
合に得られる情報のイメージ
を具体的に把握することが
可能

✓ 地上テレビジョン放送事
業者は、設備の種類や受
信世帯数の規模等の分類
に応じて、IPユニキャス
ト方式による経済合理性
の傾向を把握することが
可能

✓ 地上テレビジョン放送事
業者は、設備の種類ごと
に、どの程度のカバー受
信世帯数であれば、IPユ
ニキャスト方式による経
済合理性があるかを中長
期的に把握することが
可能



① 参照モデル 4

➢ ブロードバンド等による代替の検討に当たり、各地上テレビジョン放送事業者により調査・決定することが必要な項目を
網羅的に示すとともに、一般的な検討手順として、「ブロードバンド等による代替費用」の試算フローを提示。

➢ 各地上テレビジョン放送事業者が電気通信事業者と連携しながら「参照モデル」を活用すれば、自らが算定する「現行費
用」（小規模中継局等の更改費用等）との比較により、ブロードバンド等による代替可能性を個別に判定することが可能。



（参考）想定するシステム構成と費用の構造

通信

収容局放送局
GW装置

インターネット
（ISP網）

加入済
世帯

未加入
世帯

受信世帯

放送エリア

ブロードバンド（BB）網

中継区間 アクセス区間（ファイバ網）

放送
アプリ

ケーション CDN等各種
サーバ

端末

放送アプリケーション に関する費用

通信 に関する費用

インターネット接続 に関する費用

BB接続 に関する費用

BB代替後に発生する

全体費用

構成

費用構造

5



6② モデル地域

➢ 現存する小規模中継局等のうちブロードバンド等による代替候補となりうるものとしてＮＨＫから提示のあった
130設備の中から、設備の種類や受信世帯数、地理的特性をキーとして特徴的かつ多様なモデルを12設備抽出
し、代替シナリオに沿ったコストの試算を実施。

➢ 各地上テレビジョン放送事業者は、「モデル地域」を参照すれば、参照モデルを活用して個別具体的な検討を
行った結果としてどのような情報が得られるかを、地域の特徴ごとに具体的にイメージすることが可能となる。



（参考）モデル地域の検討結果イメージ 7

ｎ年分のコストについて、Ａ×ｎ ＞ ａ1＋ｂ1＋ｃ＋ｄ＋ｅ＋ｎ（ａ2＋ｂ2＋ｆ＋ｇ＋ｈ） ならば、ブロードバンド等による
代替に経済合理性があると捉えることが可能



（参考）モデル地域（地図）のイメージ 8

受信世帯のあるメッシュに対するファイバの敷設状況： ■:A判定 ■:B判定 ■:C判定 ■:D判定

Map data ©2022 Google



• NHKから提示された受信世帯が存在する250mメッシュ毎に、NTT東西の光サービス（フレッツ光等）
を提供する現状の通信設備（電柱やマンホール等）の存在有無を確認し、以下のように分類

同一メッシュ内に光回線を提供している通信設備が1つ以上存在し、顧客からの申
込があれば提供可能と想定されるエリア

同一メッシュ内に光回線を提供している通信設備が1つ以上存在するが、
１）自治体保有設備である等、NTT東西だけでは提供可否の判断がつかないエリア
２）今後の需要見合いで都度提供可否を判定しているエリア

同一メッシュ内に光回線を提供している通信設備が存在していないエリア

同一メッシュ内に光回線を含めたNTT東西の通信設備が存在せず、突合判定できな
いエリア

A 判定

B 判定

C 判定

D 判定

全域提供

一部提供

未提供

未提供
（判定不可）

光提供状況区分 説 明

※ただし今回は作業時間の都合上、詳細な設備の確認を割愛するなど、短時間でのデータ突合作業のみのため、以下の留意が必要

１）メッシュ単位の判定のために生じるエラーがありうる

A判定・B判定：同一メッシュ内に実際は提供エリア外世帯が存在する場合がある（地形の分断等）

C判定・D判定：隣接メッシュに光設備があり、実際は提供エリアである場合がある（メッシュの端の世帯等）

２）NTT東西の所内通信設備（ルータ、スイッチ等）の性能（容量）の見積

NTTの通信設備と放送の送信設備のエリアは1対1に紐付いていないため、A判定エリアにおいても実際は需要見合いで投資判断を

行う可能性がある

9（参考）受信世帯のあるメッシュに対するファイバの施設状況の区分



10③ コストの定量分析

➢ 現存する小規模中継局等のうちブロードバンド等による代替の候補となりうる63設備※１（小規模中継局：17局、ミ

ニサテ局：46局）について、カバーする受信世帯数などに基づき類型化した上で、IPユニキャスト方式による代替に
よる経済合理性（「現行費用」と「ブロードバンド等による代替費用」との比較）を個別に試算した結果を提示。
ただし、本試算には、放送アプリケーションの費用や通信の費用の一部※２が含まれていない。

➢ 各地上テレビジョン放送事業者は、ブロードバンド等による代替を検討しようとする地域と似た類型の試算結果
を「コストの定量分析」から参照し、当該地域にあてはめることにより、当該地域におけるIPユニキャスト方式によ
る経済合理性の傾向を把握することが可能となる。 ※１ 130設備から辺地共聴施設とＮＨＫ単独局（小規模中継局・ミニサテ局の一部）を除いたもの

※２ ブロードバンド網の整備関する設計・構築費用、所内設備費用等

＜小規模中継局（17局）の例＞



11（参考）コストの定量分析における設備状況の区分

※ 実際のBB代替の難易度には、受信世帯数、関係者の数／関係性の質等も影響を与えるが、まずはアクセスNWを中心とする通信設備の状況のみでの評価を表す

※ BB代替の対象となりうる地域から恣意的に候補エリアを抽出しているため、算出された比率はBB代替となりうる地域全体の傾向を表しているとは限らない

BB代替の
難易度

容易

難しい

① 全て「A判定」の候補エリア 10.3%

④ 全て「C判定」の候補エリア 26.5%

⑥ 全て「D判定」の候補エリア 4.3%

②「A,B判定」が混在している候補エリア

（C,D判定のメッシュを含んでいない）

12.8%

③「A,B,C,D判定」が混在している候補エリア

（A又はB判定だけでなくC又はD判定のメッシュを必ず含んでいる）

45.3%

⑤「C,D判定」が混在している候補エリア

（C判定とD判定の両方のメッシュを必ず含んでいる）

0.9%

A B C D

A B C D

A B C D

A B C D

A B C D

A B C D

国
内
の

居
住
地
域

候
補
エ
リ
ア

Ｂ
Ｂ
代
替
の
対
象

と
な
り
う
る
地
域



12④－１ IPユニキャスト方式の経済合理性（全国的推計）

➢ 「放送のコスト」と「通信のコスト」とが一致する点における受信世帯数（ブレークイーブン世帯数）を算出すると、
ブレークイーブン世帯数以下の世帯数をカバーする設備が経済合理性の期待ありと言える。

➢ NHKが全国で保有・管理する小規模中継局等の設備について、上記の考え方を用いて推計したところ、小規
模中継局の18.6％、ミニサテ局の27.8％で経済合理性の期待ありと推計。辺地共聴（NHK共聴）についても、
NHKの全設備の10％程度（比較的受信世帯数が少ない設備）に対して経済合理性の期待ありと推計。

（2015年の設備ごとの受信世帯数分布に基づく）

➢ ただし、本推計では、放送アプリケーションの費用や通信の費用の一部※１は含まれていない。

設備種類
IPユニキャスト方式による代替に

経済合理性が期待できる設備の数※１

小規模中継局
204 局

(18.6 % ※2)

ミニサテライト局
155 局

(27.8 % ※3)

辺地共聴
（ＮＨＫ共聴）

全設備の10％程度

（比較的受信世帯数が少ない設備）

※１ 今後のブロードバンドの普及等により、全ての地域で光化が行われていると仮定
し、ブロードバンド網の整備に関する設計・構築費用、所内設備費用、世帯ごとの
開通工事費等が含まれていない。

※２ 総合テレビ(G)単体、G+独立民放局を除いた小規模中継局の総数を母数とする。
※３ 総合テレビ(G)単体を除いたミニサテライト局の総数を母数とする。

通信でブロードバンド等により
代替した場合のコスト

既存の放送設備
のコスト

ブロードバンド等による
代替の経済合理性が
期待できる範囲

放送設備
単体のコスト

受信世帯数
少 多

低

高

放送設備の数

受信世帯数
少 多

少

多

経済合理性が
期待できる
放送設備の数

ブレークイーブン
世帯数



13④－２ IPユニキャスト方式の経済合理性に関する将来推計

➢ 我が国が人口減少傾向にあることを踏まえ、小規模中継局等でカバーされる受信世帯も将来的に減少してい
くことを考慮すると、2040年にはミニサテ局の約半数で経済合理性に期待ありと推計。

➢ ただし、本推計には、放送アプリケーションの費用や通信の費用の一部※１が含まれていない。また、ミニサテ
局全体の設置場所の特性が、試算のために抽出した130設備・地域の特性とは異なる可能性があることに留意。

155 局

約 190 局

約 210 局

約 240 局

約 270 局



14３ ブロードバンド等による代替の導入に当たっての課題

➢ ブロードバンド等による代替の導入が品質・機能面、コスト面において可能であるとしても、実際に導入するに
当たっては、制度面や運用面を含め、以下のような様々な課題が想定される。

IPユニキャスト方式について、いわ
ゆる「フタかぶせ」が回避され、放送
の一部としての著作物の利用が確
保されるようにするため、著作権法
の改正によってもなお解決していな
い課題があるか検討すべき。

（１）著作権等の権利処理

・ 放送コンテンツが他の地域でも視
聴できることについて、どう考える
か議論すべき。
・ 仮に地域制御（対象エリアや対象
者の制限）を行う場合、どのような
仕組みで確保されるか検討すべき。
・ 「区域外受信」について、何らかの
課題があるか検討すべき。

・ ブロードバンド等の利用に係る経
済的負担や放送との品質・機能の
違いに関する住民視点での受容性
をどう確認するか検討すべき。
・ 大規模改修が生じうる集合住宅の
居住者や生活困窮世帯などを含め、
どのようなプロセスによって住民理
解を得ていくべきか検討すべき。

（２）地域制御の有無 （３）住民理解・受信者対策

・ 操作性、一覧性など、受信端末
が利用しやすい環境が確保される
のか検討すべき。
・ 字幕の表示等に支障は生じない
か検討すべき。
・ 代替が実現され、更には上記の
ような機能が実現・確保されるた
めの課題についても検討すべき。

（４）ユーザーアクセシビリティの確保

・ 放送との品質・機能の違いが想定さ
れる中、新たな機能・サービスの提供
について、どう考えるか議論すべき。
・ IPユニキャスト方式において視聴
データが活用される場合、放送におけ
るプライバシー保護に関する要件の
取扱いをどう考えるか検討すべき。

・ IPユニキャスト方式について「あま
ねく受信（努力）義務」との関係をど
う考えるか検討すべき。
・ 災害時の情報入手に支障が生じ
ないためにどのような課題があり、
どのような対策が必要か検討すべき。
・ 限られた地域・受信者を念頭に置
いたIPユニキャスト方式について、
NHK受信料をどう考えるか検討すべき。

（５）デジタル技術の特性を活かし
たサービスの向上

（６）放送法との関連等

今後、地上テレビジョン放送事業者が関係事業者の協力を得ながら、「インターネット経由でのIPユニ
キャスト方式」以外の代替手段も含めた最適な代替手段について検討を進めていくこと、IPユニキャスト
方式に関する検証・検討に取り組むことが適当。
また、総務省においては、ブロードバンド等による代替手段の導入条件を設定すべきか否かを含め、こ
れらの課題への対応について関係者等と連携しつつ継続的な議論・検討に取り組むことが適当。
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参考１ 開催要綱 

  

参考ー1



 

「デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会」開催要綱 

 

１ 背景・目的 

 ブロードバンドインフラの普及やスマートフォン等の端末の多様化等を背景に、デ

ジタル化が社会全体で急速に進展する中、放送の将来像や放送制度の在り方について、

「規制改革実施計画」や「情報通信行政に対する若手からの提言」（令和３年９月３

日 総務省情報通信行政若手改革提案チーム）も踏まえつつ、中長期的な視点から検

討を行う。 

  

２ 名称 

  本会は「デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会」と称する。 

 

３ 検討項目 

（１）デジタル時代における放送の意義・役割 

（２）放送ネットワークインフラの将来像 

（３）放送コンテンツのインターネット配信の在り方 

（４）デジタル時代における放送制度の在り方 

（５）その他 

 

４ 構成及び運営 

（１）本会は、総務大臣の検討会として開催する。 

（２）本会の構成員は、別紙のとおりとする。 

（３）本会に、総務大臣があらかじめ指名する座長を置く。 

（４）座長代理は座長が指名する。 

（５）座長代理は座長を補佐し、座長不在のときは座長に代わって本会を招集する。 

（６）座長は、必要に応じ、構成員以外の関係者の出席を求め、意見を聴くことが

できる。 

（７）その他、本会の運営に必要な事項は座長が定めるところによる。 

 

５ 議事の取扱い 

（１）本会の会議は、原則として公開とする。ただし、公開することにより当事者

又は第三者の権利及び利益並びに公共の利益を害するおそれがある場合その他

座長が必要と認める場合については、非公開とする。 

（２）本会の会議で使用した資料については、原則として総務省のホームページに

掲載し、公開する。ただし、公開することにより当事者又は第三者の権利及び

利益並びに公共の利益を害するおそれがある場合その他座長が必要と認める場

合については、非公開とする。 

（３）本会の会議については、原則として議事要旨を作成し、総務省のホームペー

ジに掲載し、公開する。 

 

６ その他 
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本会の庶務は、情報流通行政局放送政策課が、同局情報通信作品振興課、放送技

術課、地上放送課及び衛星・地域放送課の協力を得て行うものとする。 
  

参考ー3



 
 
 

「デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会」構成員名簿 
 

（敬称略・座長を除き五十音順） 

＜構成員＞  

   

（座長） 三友
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ひと

志
し

 早稲田大学大学院アジア太平洋研究科 教授 

   

 
飯塚
いいづか
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美
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一般財団法人マルチメディア振興センター ICTリサーチ＆コン
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 晋
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 株式会社日本総合研究所 執行役員法務部長 

   

 
奥
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 電通総研 フェロー 

   

 
落合
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文
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 渥美坂井法律事務所・外国法共同事業 パートナー弁護士 
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 慶應義塾大学大学院法務研究科 教授 
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 隆司
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 東京大学大学院法学政治学研究科 教授 

   

  計12名 

＜オブザーバ＞ 

      日本放送協会 

一般社団法人日本民間放送連盟 

別紙 
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参考２ 開催状況 

  

参考ー5



 

「デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会」 

開催状況 

 

○第１回（令和３年11月８日（月）10:00～） 

(1) 開催要綱案の確認等 

(2) 放送を巡る現状 

(3) 構成員からのプレゼンテーション 

(4) 放送の将来像と制度の在り方に関する論点案等 

(5) 意見交換 

(6) その他 

 

○第２回（令和３年12月６日（月）13:00～） 

 (1) 規制改革実施計画に係る放送事業者へのアンケート結果 

(2) ヒアリング 

・曽我部真裕 京都大学大学院法学研究科教授 

・一般社団法人日本民間放送連盟 

・日本放送協会 

・株式会社TVer 

(3) 放送コンテンツの効果的なネット配信に関する取組 

(4) 質疑応答 

(5) 意見交換 

 

○第３回（令和３年12月15日（水）14:00～） 

(1) 構成員からのプレゼンテーション 

(2) 質疑応答① 

(3) ヒアリング 

・多賀谷一照 千葉大学名誉教授 

・宍戸常寿 東京大学大学院法学政治学研究科教授 

(4) 質疑応答② 

(5) 意見交換 

 

○第４回（令和４年１月24日（月）10:00～） 

(1) マスメディア集中排除原則に係る現状 

(2) ヒアリング① 

・鈴木陽一 東北文化学園大学工学部教授 

(3) 質疑応答① 

(4) ヒアリング② 

参考ー6



・株式会社フジ・メディア・ホールディングス 

・株式会社テレビ朝日ホールディングス 

(5) 質疑応答② 

(6) 論点整理の方向性 

(7) 作業チームの開催案 

(8) 意見交換 

 

○第５回（令和４年２月16日（水）10:00～） 

 (1) ヒアリング 

・一般社団法人日本新聞協会 

・マルチスクリーン型放送研究会放送局有志 

(2) 質疑応答 

(3) 認定放送持株会社の出資状況 

(4) 地上民放テレビ事業者の自社制作番組の状況 

(5) 論点整理の方向性 

(6) 意見交換 

 

○第６回（令和４年３月８日（火）13:00～） 

(1) ヒアリングの補足説明  

・株式会社テレビ朝日ホールディングス 

(2) 地上テレビジョン放送事業者が保有される議決権比率と自社制作番組比率の関

係 

(3) 視聴者の視点による県域放送と広域放送の特徴 

(4) 論点整理の方向性 

(5) 意見交換 

 

○第７回（令和４年３月14日（月）16:00～） 

(1) 放送事業者との意見交換の結果報告 

(2) 論点整理案 

(3) 意見交換① 

(4) ４月以降の主な検討事項案 

(5) 意見交換② 

 

○第８回（令和４年４月15日（金）13:00～） 

(1) 放送事業者との意見交換の結果報告 

(2) ４月以降の主な検討事項（案）及びスケジュール（案） 

(3) ヒアリング① 

  ・日本放送協会 
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(4) 質疑応答① 

(5) ヒアリング② 

・東芝インフラシステムズ株式会社 

  ・日本電気株式会社 

(6) 質疑応答② 

(7)「共同利用型モデル」について 

(8) 意見交換 

 

○第９回（令和４年５月13日（金）10:00～） 

 (1) ヒアリング① 

  ・株式会社エフエム東京 

(2) 質疑応答① 

(3) ヒアリング② 

  ・日本放送協会 

  ・アマゾンウェブサービスジャパン合同会社 

(4) 質疑応答② 

(5) 「共同利用型モデル」の方向性について 

(6) 意見交換 

 

○第10回（令和４年６月２日（木）16:00～） 

 (1) ヒアリング 

  ・日本放送協会 

  ・ヤフー株式会社 

(2) 質疑応答 

(3) 株式会社日本デジタル放送システムズへのヒアリング結果 

(4) 「共同利用型モデル」に関する取りまとめ案 

(5) 意見交換 

 

○第11回（令和４年６月10日（金）10:00～） 

(1) ヒアリング 

 ・一般社団法人日本民間放送連盟 

(2) 質疑応答① 

(3)「小規模中継局等のブロードバンド等による代替に関する 

作業チーム」からの報告 

(4) 質疑応答② 

(5) 検討会取りまとめ骨子案について 

(6) 意見交換 

 

参考ー8



○第12回（令和４年６月24日（金）16:00～） 

(1) 検討会取りまとめ案について 

(2) 意見交換 

 

○第13回（令和４年７月29日（金）16:00～） 

 (1) 検討会取りまとめ案に対する意見募集の結果 

(2) 意見交換 
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参考３ 規制改革実施計画 
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参考４ 情報通信行政に対する若手からの提言 
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参考５ ヒアリング資料等 
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（１） 曽我部真裕 京都大学大学院法学研究科教授 

（資料２－２） 
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（２） 多賀谷一照 千葉大学名誉教授 

（資料３－２） 
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放送の将来                   多賀谷 一照 

 

Ⅰ ハードソフト一致体制の維持困難性 

 （現状） 

―建前としてのハードソフト分離  ＜平成２２年法改正＞ 

  基幹放送局提供事業者 （放送用無線局） 

  基幹放送事業者 

 ―特定地上基幹放送事業者 

  実質的なハードソフト一致体制 

  放送設備を用いて、５千万世帯に同時再送信でコンテンツを提供する体制 

    

１， ハードソフト一致体制の阻害要因 

① 通信回線による動画像送信サービスの普及 

放送用無線局以外による映像送信サービス（光ファイバー、４G） 

若者が TV離れ 

② ネット上のターゲティング広告 

Youtube など 

TV 広告を上回る収入 

 

２ 動画像送信サービス ⇒ 広告収入システムと定額制サービスとの共存、競争 

―民放 タイム・スポット収入 

 視聴率１０%  ４００世帯 

 多チャンネル化すると維持困難 

―定額サービスの安定性 

NHK  受信料 

  動画配信サービス（OTT）  全世界１１億人 

     

３ ネット上のターゲティング広告との競争 

  （テレビ）  

一斉広告というマスメディア方式 

県域・全国レベルでの一斉広告 （撒き餌方式） 

（通信システム） 

 Youtube などの無料広告 

ターゲティング広告により、付加価値の高い顧客誘引が可能 

県単位での CM 提供ではなく、広狭を自由に設定可能 
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 Ⅱ 放送サービスの今後のあり方 

  １，年齢層と放送サービス 

 ―６０代―７０代以上 

  死ぬまで TV を見続ける 

 ―３０―４０代 

  TV を見ない、持たない 

  彼らから、現行的な意味での NHK 受信料を取ることはいずれ無理となる 

 ２，総合番組方式の限界 

  ―６０代以上と２０代―４０代の視聴動向は異なる 

  ―無線局というボトルネックが無くなれば、多チャンネル化は必然 

６０代以上向けの放送と若者向けの動画配信に区分する必要 

     ―若者向けサービスのあり方 

  シリーズ的番組 

   Netflix など定額サービス（OTT）との競争 

  日本ローカル、個別ニーズ対応 

   名画面・メイキング・まとめ動画など 

   視聴者側からの投稿映像のアレンジ 

   ３，放送サービスの今後 

      ―民放のビジネスモデル維持の困難性 

  地上波、衛星、通信回線を用いて、全国・首都圏サービスとして 

        キー局を含め、１０社以上が「放送事業者」（ハードを持たない社も含む） 

として番組を提供する体制にするのが望ましい 

         （広告収入、番販、定額サービスなど多様な収益構造） 

      ―NHK の将来 

        ―若者は見ない ⇒ 現行の受信料体制は無理 

  ―公共放送の維持は必要 

        ―方策  NHK を二分割（組織的もしくは機能的） 

            ・スリム化した公共放送 

ニュース・天気予報・児童番組など 

義務的受信料で維持（現行より大幅に減額） 

            ・ドラマなど他のコンテンツ放送事業 

    付加料金（選択的受信料）、番販、広告 

 

Ⅲ 地上ローカルと４K、動画送信（OTTV）など通信サービス 

 

１ 地上波ネットワークの構造 
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  ―キー局とローカル局の系列構造 ⇔ 番組販売（他国） 

   番組提供 

   広告 ネット保証料 

  ２ ４K（８K）への対応 

   ―地上波による４K への対応 

 技術的・経済的に非常に困難 

   ―キー局系の衛星放送による４Ｋ 

 スポーツ番組、風景・各種祭事など  

３、キー局の４K にかかる選択肢 

    ―地上波ハイビジョン・衛星４K のハイブリッド体制の当面継続 

 ―地上波ネットワークを維持しつつ、 

衛星波４K、動画像通信サービスに参入する 

 ―系列維持の困難性 

   地上ローカルはハイビジョンのみ 

   キー局（衛星４K）、OTTはより高画質な映像提供可能 

      地上ローカルに対するネット保証料は減少の方向 

４、ローカル放送局とその延命策 

  ―組織的方策 

  キー局の子会社となる 

  ローカル局同士の合併で延命を図る 

    系列局体制となる必要性は薄れる 

    県内同士、道州単位で合併して体力強化 

（例） 九州のローカル放送局  ２３社 過多 

     

  一つのローカル局が、複数のキー局の放送を同時再送信する体制 

                    

  ―コンテンツ 

    ローカルニュース 

番販的にキー局・他地方局にそれなりの高額で提供 

    コンテンツは道州レベルで制作体制を取る 

   （県レベルで制作体制を取ることは、資金・人材的に困難）  

 

 Ⅳ 放送の将来 

  １ 放送法制の限界 

    ―基幹放送事業者 

    ―一般放送事業者 
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  （動画像送信を行う実質上の放送サービス） 

  TVer、Netflix、youtube   放送法制の対象外 

  （放送局概念） 

 「放送局」とは放送をする無線局をいう（放送法２条２０号）。 

    有線による放送的サービスは対象外 

    ハードソフト一致体制の伝統 

    これに対し、 

    （EUにおける「視聴覚メディア」概念） 

  無線サービスに限定せず、放送的サービス（＝視聴覚メディア）を広義に捉える 

     伝統的放送のみならず、ネットでの放送類似サービスにもミニマム規律を掛ける 

  ２ 動画伝送など有線回線を用いた放送的サービスの普及と規律の困難性 

    ―電気通信事業法は、通信の中味には規律を及ぼさない 

      事業許可制の廃止 

通信の自由  

    ―放送法・電波法の対象外 

   外資規制の適用を受けず 

    ―放送にかかる番組基準の適用を受けず 

      放送より、大衆誘導的なコンテンツを提供可能 

        民放 TV の顧客を奪う可能性大 

外国から文化侵略的な映像を流されても規制できない 

  外資規制の対象外 

―EU などの動向 

最小限の品質規律（青少年保護） 

   OTT 番組流入の量的規制 

国内コンテンツ制作への投資の義務化 

    ―わが国でも、何らかの規律を及ぼす必要性あり 

第三のカテゴリー？ 

一般放送事業概念に、動画像通信サービス（OTT）も含める可能性？ 
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（３） 宍戸常寿 東京大学大学院法学政治学研究科教授 

（資料３－３） 
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（４） 鈴木陽一 東北文化学園大学工学部教授 

（資料４－２） 
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（５） 一般社団法人日本民間放送連盟 

（資料２－３、資料 11－1、第８回会合参考資料３） 
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（６） 日本放送協会 

（資料２－４、資料９－２） 
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（７） 株式会社フジ・メディア・ホールディングス 

（資料４－３） 
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（８） 株式会社テレビ朝日ホールディングス 

（資料４－４、資料６－１） 
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「デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会」 

当社へのヒアリングに関する補足説明 

 

2022年 3月 8日 

株式会社テレビ朝日ホールディングス 

 

当検討会第４回会合で、当社から放送制度整備の要望をご説明させていただきましたが、

これを受けて第５回検討会においても構成員の皆様などからいただいたご質問やご意見に

関連し、補足説明をさせていただきます。 

 

１．構成員のご意見に対する見解 

（１）地域情報を確保するための仕組みについて 

・ 系列局は地域の取材拠点として重要な役割を担っており、映像素材や取材結果は、当

該エリア内へ情報発信されるのみならず、報道番組の制作などを通じて系列全体にも

恩恵をもたらすものです。同一放送の対象となった地域においても、報道取材体制は

極力維持し、ニュース編成が特定のニュースに偏らない工夫が必要と考えます。 

・ 複数地域において、同一内容の放送が実施されている例として、岡山・香川の両県、

鳥取・島根の両県が挙げられますが、同一放送であることについて、地元の視聴者か

ら特段のご意見をいただいているとは聞いておりません。 

・ また、放送局の経営状況が厳しくなると番組制作費などの削減に踏み切らざるを得ず、

それによって取材力や番組制作力も低下するという縮小再生産に陥ることも危惧され

ます。放送番組の同一化により経営状況に余裕が生まれれば、コンテンツ制作に新た

な費用を投下することも可能となると考えます。 

 

（２）営業拠点としてのローカル局について 

・ 複数地域で放送番組を同一化した場合に、視聴率や地元スポンサーの売り上げなどに

一定の影響が出ることが予想されますが、一方で、複数県を一つのマーケットと捉え

た共同企画セールスをスポンサーに提案するなど様々な工夫によって収益拡大を図る

余地はあると考えます。 

 

（３）同一放送対象地域での系列を超えた連携・統合について 

・ 同一放送対象地域における系列を超えた連携・統合については大きく２つの方策が考

えられます。 

（イ）管理部門や技術部門などは統合するが、チャンネル数は維持する 

（ロ）チャンネルも統合し、クロスネット局化する 

・ （イ）のチャンネル数を維持するプランでは、競争環境は従前と同じであり、直接的

な売り上げの拡大にはつながらない一方で、放送マスターはそれぞれのチャンネルで

維持する必要があり、番組制作もそれぞれ必要になるので、経費削減効果は限定的と

思われます。 
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・ また、同じ社内で報道や営業をどのように棲み分けるのか、系列の秘密保持をどう担

保するのかなど難しい課題も多いと思われます 

・ （ロ）のクロスネット局化については、チャンネル数を維持する場合に比べて合理化

効果が期待でき、統合までの作業もチャンネル数を維持するよりは簡易と考えられま

す。しかしながら、当社としては現在のネットワークを堅持するすなわちチャンネル

数は維持すべき、という方針であるため、現時点ではクロスネット局化は検討してお

りません。チャンネル数の減少は、マスメディア集中排除原則の多様性・多元性の担

保という面からも慎重な検討が必要であると考えます。 

 

（４）その他 

・ 地域情報を確保するための施策として「事後検証だけではなく、事前のチェックがで

きるような一定の基準を設けるべき」というご意見の一方で、「形式的な基準を設け

るより、実質的に、地域情報の発信を担保できる観点で緩和していくべき」とのご指

摘もありましたが、複数放送地域における放送の同一化は、テレビ広告市場が想定以

上に縮小し、ある地域の放送局が存続することが困難になった場合でも、そのエリア

での放送を継続できるようにするための方策の一つとしてご提案したものであり、で

きるだけ柔軟で使いやすい制度整備が図られることを要望いたします。 

 

２．マルチスクリーン型放送研究会のご意見に対する見解 

（１）ローカル局の存在意義の指標について 

・ ローカル局の存在意義が「自社制作比率」だけでは計れないことや、各種イベント主

催などの活動を通じてローカル局が「地域の文化・経済・情報・安心安全の要を担っ

ている」ことについては疑う余地のないことと考えます。 

 

（２）ＣＭ出稿への影響について 

・ 隣接するローカル局の放送波が統合され、複数県で同じＣＭしか流せなくなると、地

元企業のＣＭ出稿が減少したり、全国スポンサーのキャンペーンなどにも支障が出る

ほか、地域事情に合わせたマーケティングも実施しづらくなるのではないか、とのご

指摘を受けました。 

・ 我々としても、現状通り、各局が独自に番組を編成・制作し、放送することが最も望

ましい姿であると考えております。その一方で人口減少に伴う地方経済の縮小が現実

のものとなる中、将来、ローカルＣＭを含めたテレビ広告の出稿量が減少し、放送を

維持するために必要な売上高を確保できないという事態になることも懸念されます。

万が一の状態に陥った場合でも地域での放送を継続するためのひとつの手段としてご

提案をいたしました。その場合には、ご指摘のＣＭの在り方など課題があることも十

分認識しております。 

 

 

以上 
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（９） 規制改革実施計画に係る放送事業者への 

アンケート結果概要 

（資料２－１） 
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（10）放送事業者との意見交換の結果について 

（資料７－１、資料８－１） 
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（11）マルチスクリーン型放送研究会放送局有志 

（資料５－２） 
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2022 年 2月 16 日 

「デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会」への意見 

マルチスクリーン型放送研究会 放送局有志

全国の民放ローカルテレビ局(以下:ローカル局）が多数参加しているマルチスクリーン型放送研究会

の放送局有志は、貴会で検討されているローカル局の将来について意見を取りまとめました。 

本意見はローカル局の将来を憂う当事者の個人的な考えであり、各々が所属する社を代表するもので

も経営的見地でもありませんが、貴会の議論の参考になれば幸甚です。 

1. ローカル局の地域性の評価について

ローカル局の存在意義は『自社制作比率』だけではない

自社制作比率はローカル局の地域貢献を測る一つの尺度ではありますが、それは「放送番組」だけの

話です。ローカル局は地域で様々な活動を行い、そうした営みを通して地域に根付いています。例えば

美術展やコンサートを招へいすることで文化育成に寄与し、社屋イベントや祭りを開催して娯楽を提

供し、小中高生や社会人が参加するアマチュアスポーツイベントを主催して教育や健康増進をサポー

トしています。参加者は子供から高齢者まであらゆる年代にわたり、長年継続されているものには地元

の風物詩になっているものも少なくありません。こうした地道な活動を通して、ローカル局は県民との

親近感を醸成しています。これらのイベントは、地元経済界やナショナルスポンサーを協賛に付けて実

施されるものが大半で、ローカル局をハブとして地域経済の活性化にも貢献しています。 

また、ローカル局の放送するユニークなご当地 CMはエリア内の視聴者に親しまれています。もし隣

接するローカル局の放送波が統合され、複数県で同じ CM しか流せなくなると、県内だけでビジネスを

行う地元企業の CM出稿が減少するだけでなく、ナショナルスポンサーが行う流通キャンペーンなどに

もテレビ CM が使いにくくなり、きめ細かなターゲティングが行えるデジタル時代に逆行します。 

ローカル局はこれまで、放送エリア内の広告主の CM を制作、放送して地域の企業の成長を促しなが

らともに発展してきました。最大の収入源であるスポット CM が、県単位で出稿されているのは地域の

特性に合わせてマーケティングする必要があってのことだと考えます。 

デジタル時代に対応するべくスマートフォンアプリや SNS で情報発信に取り組む局もあり、ほとん

どの局が平時からローカルニュースを全国向けに配信しています。自治体首長選挙の開票速報や新型

コロナウィルス関連の会見など、地域住民が今すぐに知りたい情報をライブ配信する局も数多くあり

ます。また災害発生時は放送だけでなくインターネットを駆使して正確で迅速な情報伝達に努めてお

り、自治体との間で防災協定を締結する局も増えてきました。 

このようにローカル局は規模の違いこそあれ、地域に対する責任あるいはアイデンティティとして、

その存在が地域の文化・経済・情報・安心安全の要を担っています。 

これらの責務を全うするためには、報道だけでなく地域に潜在する様々な情報を掘り起こす「取材

力」、編成した番組を速やかに隈なく伝える「発信力」、事業継続だけでなく地域経済の要としての「営

業力」の 3つは欠かせません。 

地方再生に向け、ローカル局をどう活かすか 

地方は海、山問わず優れた産品が豊富です。あるローカル局の社長は「宝庫（ほうこ）を倉庫（そう

こ）にしない」と仰っていましたが、地方の魅力を紡ぎコンテンツとして仕上げることはローカル局の

得意とするところです。特色あるローカル番組が時にはエリアや系列まで越えて放送されることで、そ

の地方の魅力が広く周知されている事例は少なくありません。また情報に留まらず、ローカル局と地元

企業が協働して地域の優れた産品を流通させる地域商社といった取り組みも始まっており、ローカル

資料５－２
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局にはコンテンツを作り、国内外に伝えることが期待されています。 

ローカル局は、これまでも今もこれからも県民が最も信頼する重要な情報発信基盤です。地方創生が

叫ばれる中、資本の論理や経済合理性によるローカル局の間引き論ではなく、デジタル時代に豊かな地

方を実現するためにローカル局をどう活かすかといった論点もご考慮いただきますようお願いします。 

 

2. 放送ネットワークインフラの将来像 

新たに NHK と民間放送事業者が協力して放送インフラの整備を行う場合は、各々のエリアのローカ

ル局が主体的に関われるような進め方を要望するとともに、ローカル局及び地域住民の費用負担が増

加しないように検討をお願いします。 

また、これまで放送ネットワークインフラは災害時にも止まらない強靭性を確保してきましたが、将

来像においても地域住民のため強靭性を考慮した技術検討をお願いします。 

 

3. 放送コンテンツのインターネット配信の在り方 

インターネット配信は各放送事業者の経営判断によるものでありますが、例えばローカル局が 24時

間同時配信をしようとしても、主にキー局が制作する全国ネット番組は権利がないため放送エリア内

でも配信ができず、自社制作番組以外は蓋かぶせとなってしまいます。 

このようにキー局とローカル局では取り巻く環境が大きく異なるため、配信には多くの課題があり

ます。デジタル時代に放送由来の地域メディアをどう発展させていくのか、制度整備を含めたグランド

デザインが必要と考えます。 

 

4. マス排緩和について 

1.に示した、地域の文化・経済・情報・安心安全の要を担うローカル局の存在意義を念頭に置いた議

論を求めます。 

  

5. 最後に 

民放連放送基準の前文に「民間放送は、公共の福祉、文化の向上、産業と経済の繁栄に役立ち、平和

な社会の実現に寄与することを使命とする。」と書かれています。これは、全ての民間放送に与えられ

た使命であり、キー局もローカル局も同じです。我々有志やマル研だけでなく、幅広く民放各局の当事

者の意見を反映し、このデジタル時代に、この理念を全うできる放送制度を実現していただくことを希

望します。 

 

以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊マルチスクリーン型放送研究会【https://multiscreentv.jp/】とは… 

地域の新たな情報基盤を創造することに取り組む放送局やこれに賛同するものが幅広く集い、地域社会をより豊かなものにすることを目指して活動す

る全国のローカル局を中心とした任意団体（2021 年 1 月末現在放送局 64 局を含む 97 社が参加） 

 

○2011 年 12 月に放送局が協働するセカンドスクリーンサービスの実用化を目指し設立 

 

○主な活動 

・2014 年度～2016 年度：セカンドスクリーンによる放送通信連携サービスの実用化に関し総務省実証実験に参加 

・2018 年度：ローカル局の課題になっている放送字幕について AI による自動音声認識サービスを活用する総務省事業に参加 

・現在、独自の実験として静岡県のローカル局が協同するニュース配信サービス「ShizLIVE」【https://shizlive.jp/】を運営 
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(12)東芝インフラシステムズ株式会社 
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(13）日本電気株式会社 
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